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資料１ 

新 旧 

 

第１章 災害対策の計画的な推進 

第３節 茅ヶ崎市の自然的・社会的条件 

（略） 

第２ 社会的条件 

１ 人口※ 

本市の人口は、令和○年○月○日現在○○○，○○○人であり、１ｋｍ２当た

りの人口密度は、およそ○，○○○人です。 

（※修正時点での直近の数値を反映） 

（略） 

Ｐ４ 

第１章 災害対策の計画的な推進 

第３節 茅ヶ崎市の自然的・社会的条件 

（略） 

第２ 社会的条件 

１ 人口 

本市の人口は、平成３１年２月１日現在２４２，０６９人であり、１ｋｍ２当

たりの人口密度は、およそ６，７８０人です。 

 

（略） 

 

第１章 災害対策の計画的な推進 

第４節 被害想定 

（略） 

第３ 地震による地域危険度 

（略） 

 木造建物が密集している地域では、大規模延焼火災の危険性が高くなっていま

す。一方、市街化調整区域のように建物が比較的少ない地域や、茅ケ崎駅周辺の

ように耐火建築物で構成されている地域は、大規模延焼火災の危険性が低くなっ

ています。 

Ｐ６ 

第１章 災害対策の計画的な推進 

第４節 被害想定 

（略） 

第３ 火災危険度 

（略） 

 

第１章 災害対策の計画的な推進 

第５節 計画の推進主体とその役割 

（略） 

第１ 市及び県の責務と処理すべき事務または業務の大綱 

（略） 

２ 県 

（略） 

(2) 湘南地域県政総合センター（県湘南現地災害対策本部） 

ア 所管区域内の被害状況、災害応急対策実施状況等の把握及び本部への報告に

関すること 

イ 広域防災活動拠点及び広域防災活動備蓄拠点の運営に関すること 

Ｐ１４ 

第１章 災害対策の計画的な推進 

第５節 計画の推進主体とその役割 

（略） 

第１ 市及び県の責務と処理すべき事務または業務の大綱 

（略） 

２ 県 

（略） 

(2) 湘南地域県政総合センター（県湘南現地災害対策本部） 

ア  所管区域（市町）、県機関及び関係機関等の被害状況の収集 

 

イ  現地災害対策本部の構成機関に係る応急対策実施に必要な連絡調整 
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ウ 所管区域内における応援部隊活動拠点及び物資受入拠点に係る市町村等と

の調整に関すること 

エ 所管区域内の市町の支援ニーズの把握及び本部への報告に関すること 

オ 現地災害対策本部の各部が行う災害応急対策の連携及び協力に関すること 

カ 所管区域内の市町及び関係機関等の連絡調整に関すること 

キ 所管区域外からの災害応急支援要請にかかる調整に関すること 

ク その他必要な災害応急対策に関すること 

（略） 

(6) 茅ケ崎警察署 

ア  被災者の救出救助、避難誘導の支援 

イ  （略） 

ウ  （略） 

エ  行方不明者の捜索、遺体の検視・調査等 

オ  犯罪の予防、取締り、その他社会秩序の維持 

第２ 防災関係機関の責務と処理すべき事務または業務の大綱 

１ 指定地方行政機関 

（略） 

(1) 農林水産省関東農政局神奈川県拠点 

（略） 

(2) 第三管区海上保安本部（横須賀海上保安部湘南海上保安署） 

ア 海上災害及び大規模海難等に関する事故対策訓練の実施 

イ 関係者及び国民に対する海上防災講習会等による防災思想の啓蒙 

ウ 港湾の状況等の調査研究 

エ 船艇、航空機等による警報等の伝達 

 

オ 船艇、航空機等を活用した情報収集 

カ 活動体制の確立 

キ 船艇、航空機等による海難救助等 

ク 船艇、航空機等による傷病者、医師等及び救援物資の緊急輸送 

ケ 被災者に対する物資の無償貸与又は譲与 

コ 要請に基づく、関係機関及び地方公共団体の災害応急対策の実施に対する支

援 

ウ  現地災害対策本部の構成機関に対する本部指令の伝達及び情報の収集 

 

エ  その他必要な災害応急対策 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

（略） 

(6) 茅ケ崎警察署 

ア  被災者の救出救助、避難誘導 

イ  （略） 

ウ  （略） 

エ  行方不明者の捜索、遺体の見分・検視 

オ  犯罪の予防、取り締まり、その他社会秩序の維持 

第２ 防災関係機関の責務と処理すべき事務または業務の大綱 

１ 指定地方行政機関 

（略） 

(1) 農林水産省関東農政局神奈川支局 

（略） 

(2) 第三管区海上保安本部（横須賀海上保安部湘南海上保安署） 

ア  船舶乗組員、臨海施設管理者等に対する海上防災思想の普及 

イ  海上災害及び大規模海難等に関する事故対策訓練の実施 

ウ  船艇、通信施設及び各種資機材等の整備 

エ  港内の状況、船舶交通の状況、港湾等における避難者の状況等に関する情報

の収集 

オ  海難救助、排出油の防除等海域における応急対策の実施 

カ  船艇及び航空機による人員または物資の緊急輸送 

キ  船舶交通の整理、指導による海上交通安全の確保 

ク 海上流出等のおそれのある危険物の保安に関する措置 

ケ  水路の調査、応急標識の設置、水路の保全 

コ  海上における治安の維持 
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サ 排出油等の防除等 

シ 避難勧告、入港制限、移動命令等船舶交通の整理、指導による海上交通安全

の確保 

ス 警戒区域の設定並びに船舶等の区域外への退去及び入域の制限又は禁止の

指示 

セ 海上における治安の維持 

ソ 危険物等積載船舶に対する移動命令、航行制限若しくは禁止及び荷役の中止

等危険物の保安に関する措置 

タ 海洋環境への汚染の未然防止又は拡大防止のための適切な措置 

チ 災害復旧・復興に係る工事に関する海上交通安全の確保 

(3) 総務省関東総合通信局 

ア  非常無線通信の確保等及び関東地方非常通信協議会の運営に関すること 

イ  災害対策用移動通信機器及び災害対策用移動電源車の貸出しに関すること 

ウ  非常災害時における重要通信の疎通を確保するため、無線局の開局、周波数

等の指定変更及び無線設備の設置場所等の変更を口頭等により許認可を行う

特例措置（臨機の措置）の実施に関すること 

エ  電気通信事業者及び放送局の被災・復旧状況等の情報提供に関すること 

（略） 

３ 公共的団体及び防災上重要な施設の管理者 

（略） 

(12) 株式会社ジェイコム湘南、株式会社湘南平塚コミュニティ放送（ＦＭナパ

サ）、藤沢エフエム放送株式会社（レディオ湘南） 

（略） 

サ  必要に応じて物資の収用、保管等の処分の実施 

（新設） 

 

（新設） 

 

（新設） 

（新設） 

 

（新設） 

（新設） 

(3) 総務省関東総合通信局 

ア  非常無線通信の確保等及び関東地方非常通信協議会の運営 

イ  災害対策用移動通信機器及び災害対策用移動電源車の貸出し 

ウ  非常災害時における重要通信の疎通を確保するため、無線局の開局、周波数

等の指定変更及び無線設備の設置場所等の変更を口頭等により許認可を行う

特例措置（臨機の措置）の実施 

エ  電気通信事業者及び放送局の被災・復旧状況等の情報提供 

（略） 

３ 公共的団体及び防災上重要な施設の管理者 

（略） 

(12) 株式会社ジェイコム湘南、株式会社湘南平塚コミュニティ放送（ＦＭナパ

サ）、藤沢エフエム放送株式会社（レディオ湘南）、湘南リビング新聞社 

（略） 

 

第２章 災害に強い組織・人づくり 

第２節 防災知識の普及・啓発 

（略） 

【課題】 

○住民が「自らの命は自らが守る」という意識のもと、地域の災害リスクから自

らの判断で避難行動をとることができるよう、社会全体として防災意識の向上

を図る必要があります。 

（略） 

Ｐ３０ 

第２章 災害に強い組織・人づくり 

第２節 防災知識の普及・啓発 

（略） 

【課題】 

○「自らの命は自らが守る」のが防災の基本であり、市民はその自覚を持ち、平

常時から災害に対する備えを心がけるとともに、災害時には自らの身の安全を

守る行動が必要です。 

（略） 
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【取り組みの方向】 

第１ 市民等に対する防災知識の普及・啓発 企画部、市民安全部 

１ 社会全体としての防災意識の向上 

市は、「自らの命は自らが守る」という意識や地域の災害リスクととるべき避

難行動等について、広く市民へ周知・啓発することで、社会全体としての防災意

識の向上を図ります。 

（略） 

第３ 要配慮者及び支援者等に対する防災知識の普及・啓発 市民安全部、文

化生涯学習部、福祉部、こども育成部、保健所 

１ 避難行動に対する理解促進 

市は、要配慮者やその支援者が災害発生時に適切な避難行動をとれるよう、要

配慮者やその支援者とともに高齢者や障害者の日常生活を支える福祉事業者に

対し、地域の災害リスクや避難場所、避難のタイミング等の防災知識の普及・啓

発に努め、福祉事業者と連携した避難行動の理解促進に取り組みます。 

（略） 

第４ 園児、児童、生徒に対する防災知識の普及・啓発 市民安全部、こども

育成部、消防本部、教育推進部 

（略） 

２ 防災教育の推進 

保育園、幼稚園、学校等は、災害を想定した避難訓練を実施する等、災害発生

時に適切な行動がとれるよう防災教育の充実を図ります。 

（略） 

【取り組みの方向】 

第１ 市民等に対する防災知識の普及・啓発 企画部、市民安全部 

１ 防災研修会等の開催 

市は、防災研修会等を開催し、広く市民へ防災知識の普及・啓発を図ります。 

 

 

（略） 

第３ 要配慮者及び支援者に対する防災知識の普及・啓発 市民安全部、文化

生涯学習部、福祉部、こども育成部、保健所 

１ 啓発パンフレットの作成 

市は、要配慮者及び支援者に対し、パンフレット等により防災知識の普及・啓

発を図ります。 

 

 

（略） 

第４ 園児、児童、生徒に対する防災知識の普及・啓発 市民安全部、こども

育成部、教育推進部 

（略） 

２ 防災教育の推進 

保育園、幼稚園、学校等は、災害を想定した避難訓練を実施する等、災害発生

時に適切な行動がとれるよう防災教育を図ります。 

（略） 

 

第２章 災害に強い組織・人づくり 

第４節 地域防災力の強化 

（略） 

第３ 自主防災組織の活動 総務部、市民安全部、自主防災組織 

（略） 

２ 災害時の主な活動 

（略） 

(4) 応急救護活動の実施 

自主防災組織は、負傷者に対して、外傷の応急手当を実施するとともに、医師

Ｐ３５ 

第２章 災害に強い組織・人づくり 

第４節 地域防災力の強化 

（略） 

第３ 自主防災組織の活動 総務部、市民安全部、自主防災組織 

（略） 

２ 災害時の主な活動 

（略） 

(4) 応急救護活動の実施 

自主防災組織は、負傷者に対して、外傷の応急手当を実施するとともに、医師
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の処置が必要な場合には、医療救護所（赤羽根中学校を除く公立中学校１２校及

び小和田小学校、地域医療センター）等へ搬送します。 

（略） 

の処置が必要な場合には、医療救護所（公立中学校１３校、地域医療センター）

等へ搬送します。 

（略） 

 

第３章 災害に強いまちづくり 

第１節 防災空間の確保 

（略） 

第１ 防災空間の確保 市民安全部、経済部、都市部、建設部、下水道河川部 

（略） 

２ 防災空間の整備 

（略） 

(1) 主な防災上の拠点とその役割 

 

防

災

拠

点 

（略） （略） 

医療拠点 

災害拠点病院や後方医療機関、医療救護所等が連携した

災害時医療を行う拠点 

市立病院、医療救護所（赤羽根中学校を除く公立中学校

１２校及び小和田小学校、地域医療センター）、災害協

力病院その他医療機関等 

（略） 

第３ 避難場所等の指定 市民安全部、福祉部 

（略） 

３ その他の避難所等の確保 

（略） 

(4) ２次避難所（施設）等 

（略） 

今後も企業等との協定締結を進め、多様な避難施設の確保に努めるとともに、

必要な防災用備蓄資機材等の整備に努めます。 

（略） 

Ｐ４７ 

第３章 災害に強いまちづくり 

第１節 防災空間の確保 

（略） 

第１ 防災空間の確保 市民安全部、経済部、都市部、建設部、下水道河川部 

（略） 

２ 防災空間の整備 

（略） 

(1) 主な防災上の拠点とその役割 

 

防

災

拠

点 

（略） （略） 

医療拠点 

災害拠点病院や後方医療機関、医療救護所等が連携した

災害時医療を行う拠点 

市立病院、医療救護所（原則として公立中学校１３校、

地域医療センター）救急病院、災害協力病院その他医療

機関等 

（略） 

第３ 避難場所等の指定 市民安全部、福祉部 

（略） 

３ その他の避難所等の確保 

（略） 

(4) ２次避難所（施設） 

（略） 

今後も企業等との協定締結を進め、避難施設の確保に努めるとともに、必要な

防災用備蓄資機材等の整備に努めます。 

（略） 

Ｐ５２ 

第３章 災害に強いまちづくり 

第３節 建築物等の防災対策 

（略） 

Ｐ５２ 

第３章 災害に強いまちづくり 

第３節 建築物等の防災対策 

（略） 
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第３ 防災上重要な公共建築物の指定 市民安全部 

（略） 

１ 防災上重要な公共建築物 

（略） 

(3) 医療施設や社会福祉施設 

（略） 

第３ 防災上重要な公共建築物の指定 市民安全部 

（略） 

１ 防災上重要な公共建築物 

（略） 

(3) 救急病院や社会福祉施設 

（略） 

 

第４章 平常時の対策 

第２節 災害情報受伝達体制の充実 

（略） 

【課題】 

（略） 

○無線設備規則の改正に伴い、防災行政用無線の機器を令和４年１１月３０日ま

でに新スプリアス規格に適合した機器に更新する必要があります。 

（略） 

Ｐ６３ 

第４章 平常時の対策 

第２節 災害情報受伝達体制の充実 

（略） 

【課題】 

（略） 

○無線設備規則の改正に伴い、防災行政用無線の機器を平成３４年１１月３０日

までに新スプリアス規格に適合した機器に更新する必要があります。 

（略） 

 

第４章 平常時の対策 

第４節 医療救護・保健活動体制の充実 

【現状】 

（略） 

○震災による心理的影響や避難所生活等により、病状の悪化や新たな健康被害が

発生することが想定されます。 

○神奈川県保健医療救護計画により、市立病院は災害拠点病院として、茅ヶ崎徳

洲会病院、湘南東部総合病院は災害協力病院として位置づけられています。 

○市は、医療救護活動を行う拠点として、医療救護所を開設する場所を予め定め

ています。医療救護所は、赤羽根中学校を除く公立中学校１２校、小和田小学

校、地域医療センターのうち、災害の状況に応じて必要な場所に開設します。 

（略） 

○平成３１年３月時点で、市内に特定医療費（指定難病）医療受給者が１，４６

１人おり、保健師等が患者・家族の支援を行っています。また、人工呼吸器を

装着している方の災害時個別支援計画の作成を進めています。 

○透析患者への対応としては、透析施設関連情報及び後方搬送関連情報等を迅速

Ｐ６７ 

第４章 平常時の対策 

第４節 医療救護・保健活動体制の充実 

【現状】 

（略） 

（新設） 

 

○市立病院は、災害拠点病院として位置づけられています。 

 

○市は、医療救護活動を行う拠点として、医療救護所を開設する場所を予め定め

ています。医療救護所は、原則として公立中学校１３校及び地域医療センター

のうち、災害の状況に応じて必要な場所に開設します。 

（略） 

（新設） 

 

 

（新設） 
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かつ的確に収集及び伝達することを目的とした災害時透析患者支援マニュア

ル（神奈川県）が作成されており、市は、同マニュアルに基づき、ＥＭＩＳ（広

域災害救急医療情報システム）を利用して透析施設の被害状況を把握し、透析

患者に向けて情報発信を行うことになっています。 

○２～３日に１度の人工透析が必要な慢性腎不全等の患者は、災害発生時ライフ

ラインが途絶した場合、速やかな対応が必要となります。 

○市は、県の災害時透析支援マニュアルに沿って、透析施設の被害状況を把握し、

透析患者に向けて情報発信を行うこととしています。また、市はＥＭＩＳを利

用して透析施設の被災状況を把握することとなっています。 

【課題】 

○災害発生時の医療体制を整備し、市民の生命、身体の安全確保を図るとともに、

保健活動の早期開始により健康被害の最小化を図ることが必要です。 

○（略） 

○災害時の医療救護活動を迅速かつ的確に実施するため、医療救護所の整備、必

要な医薬品や医療用資機材等の充足、医療関係団体や医療機関、県、薬品会社

等と連携した活動体制の確立等、体制の整備が必要です。 

 

○市立病院はＤＭＡＴの派遣応援体制や後方医療機関等との連携を強化し、災害

拠点病院として、地域医療の中核的な役割を担う必要があります。 

 

○難病は治療方法が確立していなく、希少な疾患であり、特に災害時には、環境

の変化により急激な悪化を防ぐため、適切な療養環境の保持や医療の確保が必

要です。また、人工呼吸器等の医療機器使用者や人工透析が必要な慢性腎不全

等の患者は、災害発生時ライフラインが途絶した場合、速やかな対応が必要と

なります。医療機器の機能確保におけるライフラインの確保や、災害時の透析

施設の状況を迅速かつ的確に把握するための連絡体制の整備が必要です。 

○災害時の透析施設の状況を迅速かつ的確に把握するため、市と透析施設との確

実な連絡体制の整備が必要です。 

【取り組みの方向】 

第１ 市立病院の救護活動体制の整備 市立病院  

市立病院は、医療救護活動を実施するため、マニュアル等の整備を行うととも

に医薬品や資機材等の備蓄を行います。 

 

 

 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

【課題】 

（新設） 

 

○（略） 

○災害時の医療救護活動を迅速かつ的確に実施するため、医療救護所の整備、必

要な医薬品や医療用資機材等の充足、医療関係団体や県、救急病院、薬品会社

等と連携した活動体制の確立等、災害時における医療救護班の活動が十分に行

えるよう、体制の整備が必要です。 

○市立病院はＤＭＡＴの派遣応援体制や後方医療機関、後方支援病院等との連携

を強化し、災害拠点病院として、地域医療の中核的な役割を担う必要がありま

す。 

（新設） 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

【取り組みの方向】 

第１ 市立病院の救護活動体制の整備 市立病院  

市立病院は、応急救護活動を実施するため、マニュアル等の整備を行うとと 

もに医薬品や資機材等の備蓄を行います。 
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また、災害拠点病院として地域医療の中核的な役割を果たすため、ＤＭＡＴ（大

規模な災害が発生したときに、被災地へ迅速に駆けつけ、救急治療を行うための

専門的な訓練を受けた災害派遣医療チーム：Disaster Medical Assistance Team）

の受援体制や後方医療機関との連携等、その体制整備を行うとともに、平常時よ

りその他の医療機関等と連携を図ります。 

第２ 初動医療体制の整備 保健所、市保健師、医療関係団体、医療機関、薬

品会社 

（略） 

第６ 停電・断水等に備えた医療体制の強化 保健所 

（略） 

市は、災害に備えた自助の取組を促進するとともに、医療機器の機能確保のた

めの電源確保策について検討します。 

透析施設には、ＥＭＩＳの入力方法について訓練を実施するとともに、通信障

害時に備え、メール、ファクス等を用いた被害状況報告についても体制を整備し

ます。 

また、災害拠点病院として地域医療の中核的な役割を果たすため、ＤＭＡＴの

受援体制や後方支援病院との連携等、その体制整備を行うとともに、平常時より

救急告示病院をはじめとする医療機関等と連携を図ります。 

 

 

第２ 初動医療体制の整備 保健所、市保健師、医療関係団体、市内救急病院、

薬品会社 

（略） 

第６ 停電・断水等に備えた医療体制の強化 保健所 

（略） 

（新設） 

 

第４章 平常時の対策 

第７節 帰宅困難者対策 

【現状】 

○神奈川県の地震被害想定調査結果では、冬の１８時に想定地震が発生した場合

には、本市で６，０００人を超える帰宅困難者が発生すると想定されています。 

（略） 

Ｐ７４ 

第４章 平常時の対策 

第７節 帰宅困難者対策 

【現状】 

○神奈川県の地震被害想定調査結果では、冬の１８時に想定地震が発生した場合

には、本市で８，０００人を超える帰宅困難者が発生すると想定されています。 

（略） 

 

第４章 平常時の対策 

第８節 保健衛生、防疫、遺体の取扱いに関する対策 

（略） 

（削除）※第４章第１７節へ移動 

 

 

 

 

 

Ｐ７６ 

第４章 平常時の対策 

第８節 保健衛生、防疫、遺体の取扱いに関する対策 

（略） 

第２ ごみ及びし尿等の処理対策 環境部 

市は、ごみ処理施設の耐震化、浸水対策及び補修等に必要な資機材の備蓄に努

め、収集車両や機器等を常時整備し、緊急出動できる体制の整備に努めます。 

また、し尿処理施設については寒川町と連携し、各種整備に努めます。 

資源物の分別回収においても、災害時に寒川広域リサイクルセンターへ速やか

に搬入できるよう、日頃より寒川町と連携し体制を整備します。 
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第２ 遺体の取扱い対策 総務部、保健所、茅ケ崎警察署 

（略） 

また、市は、防災関係機関、茅ケ崎警察署、茅ヶ崎歯科医師会、葬儀業者等と

協力して、多数遺体取扱訓練を実施し、更なる連携の強化及び災害時の活動体制

の整備を図ります。 

第３ 遺体の取扱い対策 総務部、保健所、茅ケ崎警察署 

（略） 

また、市は、防災関係機関、茅ケ崎警察署、歯科医師会、葬儀業者等と協力し
て、多数遺体取扱訓練を実施し、更なる連携の強化及び災害時の活動体制の整備
を図ります。 

 

第４章 平常時の対策 

第１０節 教育・保育対策 

【現状】 

（略） 

○市には指定等文化財として、国指定８件、県指定９件、市指定３０件、国登録

７件の文化財があるほか、文化資料館などの施設には未指定の文化財が収蔵さ

れています。文化財パトロールなどを通じて、文化財の情報の把握に努めてい

ます。 

【課題】 

（略） 

○災害時には市内社寺や個人蔵の文化財など、市が把握していない地域の文化財

も同様に被災するため、災害に備えた対策に取り組む必要があります。 

（略） 

第６ 文化財の保護 教育推進部 

 市は、地域における文化財保護のため、所有者や管理者など文化財の所在情報

の充実・整理を行うとともに、施設・設備の耐震対策、防火対策に努めます。 

Ｐ８０ 

第４章 平常時の対策 

第１０節 教育・保育対策 

【現状】 

（略） 

（新設） 

 

 

 

【課題】 

（略） 

（新設） 

 

（略） 

（新設） 

 

第４章 平常時の対策 

第１１節 危険度判定対策 

（略） 

第３ 危険判定実施体制の充実 都市部 

市は、被災建築物及び被災宅地の危険度判定を迅速かつ円滑に実施するため、

判定の実施に必要な機材や活動マニュアル等の整備、県及び他市町村間の相互応

援体制の整備を図ります。 

また、住家被害の調査やり災証明書の交付時の情報共有体制についてあらかじ

め検討し、必要に応じて、発災後に応急危険度判定の判定実施計画や判定結果を

Ｐ８１ 

第４章 平常時の対策 

第１１節 危険度判定対策 

（略） 

第３ 危険判定実施体制の充実 都市部 

市は、被災建築物及び被災宅地の危険度判定を迅速かつ円滑に実施するため、

判定の実施に必要な機材や活動マニュアル等の整備、県及び他市町村間の相互応

援体制の整備を図ります。 
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活用した住家被害の調査・判定を早期に実施できるよう努めます。 

 

第４章 平常時の対策 

第１２節 緊急輸送道路等の確保対策 

（略） 

第２ ヘリポートの指定 市民安全部、神奈川県 

（略） 

市指定臨時ヘリポート 

 名 称 所在地 

（略） （略） 

（削除） （削除） 

（略） （略） 

（略）  

Ｐ８２ 

第４章 平常時の対策 

第１２節 緊急輸送道路等の確保対策 

（略） 

第２ ヘリポートの指定 市民安全部、神奈川県 

（略） 

市指定臨時ヘリポート 

 名 称 所在地 

（略） （略） 

相模川河畔スポーツ公園陸上競技場 中島１４７５－２ 

（略） （略） 

（略） 

 

第４章 平常時の対策 

第１３節 ライフライン等の応急復旧対策 

【現状】 

○ライフライン関係機関は、災害時に、市民生活に欠くことのできない水道や電

気、ガス、通信サービス等のライフラインを早期に回復するため、ライフライ

ン関係機関と連携を図り、施設の安全強化対策とあわせて、災害時の応急復旧

体制の整備等の対策を進めています。 

【課題】 

（略） 

○大規模災害時には、広範囲にわたって電気、ガス、水道、通信サービス等のラ

イフライン施設に被害が発生し、復旧に時間を要することが予想されるため、

各事業者においては復旧用資機材の備蓄強化等応急復旧の迅速化に向けた対

策を進める必要があります。 

（略） 

第７ 通信サービス 東日本電信電話（株）神奈川事業部 

東日本電信電話(株)神奈川事業部は、災害等が発生又は発生するおそれがある

場合において、電気通信設備等の被害を防御し又は被害の拡大を防止するため

Ｐ８５ 

第４章 平常時の対策 

第１３節 ライフライン等の応急復旧対策 

【現状】 

○ライフライン関係機関は、災害時に、市民生活に欠くことのできない水道や電

気、ガス等のライフラインを早期に回復するため、ライフライン関係機関と連

携を図り、施設の安全強化対策とあわせて、災害時の応急復旧体制の整備等の

対策を進めています。 

【課題】 

（略） 

○大規模災害時には、広範囲にわたって電気、ガス、水道等のライフライン施設

に被害が発生し、復旧に時間を要することが予想されるため、各事業者におい

ては復旧用資機材の備蓄強化等応急復旧の迅速化に向けた対策を進める必要

があります。 

（略） 

第７ 電話（通信）施設 東日本電信電話（株）神奈川事業部 

東日本電信電話(株)神奈川事業部は、災害時に電気通信設備の被害を未然に防

止するとともに、被害が発生した場合の電気通信の混乱を防止するため、通信設



 

11 

新 旧 

に、平時から応急用資機材及び災害対策機器の配備、復旧体制の整備に努めます。 

 

（略） 

備の耐震化等の安全確保や応急用資機材及び災害対策機器（移動電源車、移動無

線車等）の配備を推進します。 

（略） 

 

第４章 平常時の対策 

第１６節 ボランティアの受入体制の充実強化 

【現状】 

（略） 

○東日本大震災をはじめ、その後の大規模災害時には、全国から被災地支援に駆

けつけた多くのＮＰＯ・ボランティア等の迅速な受入体制や活動環境の整備、

被災地の細かなニーズの把握、ボランティア団体の活動に必要な資機材・活動

資金の確保等の課題が明らかになりました。 

○近年の大規模災害時には、災害ボランティアセンターを通じたボランティアの

ほか、ＮＰＯやボランティア団体、これらの団体の活動を支援する団体等の多

様な主体による被災者支援活動が行われています。 

【課題】 

○市は、災害ボランティアセンターの設置・運営を迅速かつ円滑に行えるよう、

日頃から市社会福祉協議会と連携し、ボランティアの受入体制や活動環境を整

えることが必要です。 

○ボランティア活動が効果的に行われるためには、活動する各主体が被災者のニ

ーズや支援活動の全体像を共有し、連携のとれた支援活動を展開するよう努め

る必要があります。 

（略） 

第１ ボランティアの活動環境の整備 福祉部、環境部、監査事務局、市社会

福祉協議会 

１ 市及び市社会福祉協議会は、県や防災関係機関の協力のもと、ＮＰＯ・ボラ

ンティア等との連携を図るとともに、中間支援組織（ＮＰＯ・ボランティア等

の活動支援やこれらの異なる組織の活動調整を行う組織）を含めた連携体制の

構築を図り、災害時において災害ボランティアの活動が円滑に行われるよう、

その活動環境の整備を図ります。その際、災害時におけるボランティアの活動

の受入れや調整を行う体制、災害ボランティア活動の拠点の確保、活動上の安

全確保、被災者ニーズ等の情報提供方策等について意見交換を行う情報共有会

Ｐ９０ 

第４章 平常時の対策 

第１６節 ボランティアの受入体制の充実強化 

【現状】 

（略） 

○東日本大震災では、全国から多くのボランティアやＮＰＯ、ＮＧＯが被災地支

援に駆けつけましたが、迅速な受入体制の整備、被災地の細かなニーズの把握、

ボランティア団体の活動に必要な資機材・活動資金の確保等の課題が明らかに

なりました。 

（新設） 

 

 

【課題】 

○市は、災害ボランティアセンターの設置を迅速に行えるよう、日頃から市社会

福祉協議会と連携し、ボランティアの受入体制づくりが必要です。 

 

（新設） 

 

 

（略） 

第１ ボランティアの活動環境の整備 福祉部、監査事務局、市社会福祉協議

会 

市及び市社会福祉協議会は、県や防災関係機関の協力のもと、ボランティア団

体及びＮＰＯ等との連携を図るとともに、中間支援組織（ボランティア団体・Ｎ

ＰＯ等の活動支援やこれらの異なる組織の活動調整を行う組織）を含めた連携体

制の構築を図り、災害時において災害ボランティアの活動が円滑に行われるよ

う、その活動環境の整備を図ります。その際、災害時におけるボランティアの活

動の受入れや調整を行う体制、災害ボランティア活動の拠点の確保、活動上の安

全確保、被災者ニーズ等の情報提供方策等について整備を推進します。 
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議等の整備を推進します。 

２ 市は、社会福祉協議会、ＮＰＯ・ボランティア等関係機関との間で、被災家

屋からの災害廃棄物、がれき、土砂の撤去等に係る連絡体制を構築します。ま

た、市は、地域住民やＮＰＯ・ボランティア等への災害廃棄物の分別・排出方

法等に係る周知を進めることで、防災ボランティア活動の環境整備に努めま

す。 

（略） 

 

（新設） 

 

 

 

 

（略） 

 

第４章 平常時の対策 

第１７節 災害廃棄物等の処理対策 

（略） 

【課題】 

（略） 

○大量の災害廃棄物等の発生に備え、県や防災関係機関との広域処理体制の確立

が必要です。 

（略） 

第３ 災害廃棄物等の処理・処分計画の策定等 環境部 

市は、神奈川県災害廃棄物処理計画（平成２９年３月 神奈川県）を踏まえ、

茅ヶ崎市災害廃棄物等処理計画の策定を進め、災害によって生じた災害廃棄物の

一時保管場所となる仮置場の配置や災害廃棄物の処理・処分を定める等、災害時

における応急体制の整備に努めます。 

第４ ごみ及びし尿等の処理対策 環境部 

市は、ごみ処理施設の耐震化、浸水対策及び補修等に必要な資機材の備蓄に努

め、収集車両や機器等を常時整備し、緊急出動できる体制の整備に努めます。 

また、し尿処理施設については寒川町と連携し、各種整備に努めます。 

資源物の分別回収においても、災害時に寒川広域リサイクルセンターへ速やか

に搬入できるよう、日頃より寒川町と連携し体制を整備します。 

Ｐ９２ 

第４章 平常時の対策 

第１７節 災害廃棄物等の処理対策 

（略） 

【課題】 

（略） 

○大量の災害廃棄物等の発生に備え、県や防災関係機関との広域処理体制の確立

に努めます。 

（略） 

第３ 災害廃棄物等の処理・処分計画の策定等 環境部 

市は、神奈川県災害廃棄物処理計画（平成２９年３月 神奈川県）を踏まえ、

茅ヶ崎市災害廃棄物等処理マニュアルの改訂を進め、災害によって生じた災害廃

棄物の一時保管場所となる仮置場の配置や災害廃棄物の処理・処分を定める等、

災害時における応急体制の整備に努めます。 

（新設）※第４章第８節より移動 

 

第５章 災害時の応急対策活動 

災害応急対策活動の方針等 

第１ 災害応急対策活動の方針 

市及び防災関係機関は、災害に対し迅速かつ効果的に対応し災害による被害の

Ｐ９５ 

第５章 災害時の応急対策活動 

（新設） 
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軽減化を図るため、以下の考えのもと、災害応急対策を的確かつ迅速に実施する

ための方針を定め、方針に基づき活動します。 

１ 重点対策の明確化 

被災後の限られたリソース（資源）を効果的に活用し、災害応急対策を迅速か

つ効果的に実施するため、とるべき対策の優先順位を踏まえた重点対策の設定と

その実施地域を明確にします。これにあたり、重点対策は時間の経過とともに変

化することに留意し、発災から３日間は人命の救出救助、被害の拡大防止に係る

対策を重点対策とするとともに、災害応急対策の進捗状況に応じて、生活環境の

改善や被災者の生活再建支援へと重点対策を変更します。 

２ 防災関係機関で連携した災害応急対策の実施 

 市及び防災関係機関は、組織の持つ防災力を最大限に発揮するとともに、互い

に連携協力しながら組織的な災害応急対策を実施することで、被害の拡大防止、

社会全体の早期復旧を図ります。 

災害応急対策活動は、災害の規模や対策の進捗状況により変化することから、

市及び防災関係機関は、被害状況、各機関の活動状況、被災者の救援ニーズ、重

点的に実施すべき対策等に関する認識の統一を図りながら、組織的かつ効果的に

災害応急対策活動を進めます。そのため、防災関係機関は市災害対策本部に対す

るリエゾン（連絡員）の派遣に努めます。 

３ 要配慮者への配慮 

市及び防災関係機関は、各災害応急対策の実施にあたり、災害による影響を受

けやすい高齢者、障害者等の要配慮者への適切な対応に努めます。 

４ 積極的な情報発信 

社会の混乱を防止し、人心の安定を図るとともに、住民等の適切な判断と行動

を促し、住民等の安全を確保するため、市及び防災関係機関は互いに連携協力し

ながら、被災状況や災害応急対策の実施状況等について多様な情報伝達手段を活

用し発信します。 

５ 計画的な災害応急対策の実施 

市及び防災関係機関は、被害状況を踏まえ、被害の拡大防止を図るため、緊急

的な救援ニーズに対応しつつ、今後の災害応急対策の必要性も考慮し、計画的に

災害応急対策活動を実施します。 

第２ 主要な災害応急対策の基本的な考え方 

 主要な災害応急対策を実施する上での基本的な考え方は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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１ 災害対策本部の設置及び運営 

市は、発災後、災害に対し迅速に対応するため、職員の安全の確保に十分に配

慮しつつ、職員の緊急参集、災害情報の収集、関係機関等との連絡体制を確保し、

災害対応体制の確立を図ります。 

２ 災害情報の受伝達 

流言飛語等による社会的混乱を防止し人心の安定を図るとともに、住民等の適

切な判断と行動を助け住民等の安全を確保するため、放送事業者等とも連携しな

がら、防災行政用無線等の各種の情報受伝達手段を活用し、発災当初には市域の

被災状況などの災害発生情報及び避難関連情報を、以降には重大なリスク情報の

ほか、生活関連情報を重点に計画的に発信します。 

３ 消火・救助・救急 

災害から市民の生命、身体及び財産を保護するため、消防計画に基づき活動体

制を確立し、消防力を総合的に活用し、災害状況に即応した防御活動を展開する。

なお、この際、人命の安全確保を最優先とし、防災関係機関と密接な連携のもと

活動します。 

消火活動にあたっては、住宅密集地、延焼が拡大するおそれがある区域等を優

先した部隊の運用を図ります。 

救助活動にあたっては、発災７２時間までは人命救助を最優先し、自衛隊、警

察、消防、消防団等で連携し活動します。 

救急活動にあたっては、災害の規模や状況によりトリアージを実施し、緊急

度・重要度の高い傷病者を優先的に処置・搬送します。 

４ 医療救護・保健活動 

負傷者の医療救護ニーズに対応するため、医療機関と連携した医療救護体制を

早急に確立することで、人的被害の拡大を防止します。 

また、被災者の健康悪化を防止するため、避難所支援や在宅要配慮者支援など

の保健活動を重点に対策を推進することで、災害関連死の発生を未然に防止しま

す。 

５ 津波対策 

住民等の円滑な避難や安全の確保を図るため、防災行政用無線等により速やか

に津波警報等を伝達するとともに、津波一時退避場所を開設し、津波による人的

被害の軽減を図ります。 

６ 避難対策 
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災害から住民等を保護するため、避難先を確保し安定した避難所運営を行うこ

とで、被災者の生活環境の確保を図ります。 

なお、この際、要配慮者の状況に十分配慮しながら、避難所避難者、在宅避難

者等の避難所外避難者及び帰宅困難者等の被災者のニーズを踏まえた給食・給

水、救援物資等の確保及び配布等の支援を行います。 

７ 帰宅困難者対策 

市は、「むやみに移動を開始しない」という基本原則の広報等により、一斉帰

宅の抑制を図るとともに、帰宅困難者に対し、必要に応じて一時滞在施設の確保

等の支援を行います。 

一時滞在施設の確保・運営に当たっては、男女のニーズの違いや要配慮者の多

様なニーズに配慮するとともに、公共交通機関等必要な情報提供に努めます。 

８ 保健衛生・防疫、遺体の取扱いに関する活動 

生活環境の悪化に伴う健康被害を防ぐため、被災者の健康状態を把握し、被災

状況や地域の衛生状態、災害応急対策の実施状況を踏まえ、保健衛生対策、防疫

対策、多数遺体対策などの衛生関連対策を先行的、かつ計画的に実施することで

公衆衛生の確保を図ります。 

９ 飲料水、食料及び生活必需物資等の調達・供給活動 

被災者の生活の維持のため、被災者のニーズに応じて必要な食料、飲料水、毛

布の生活必需品等を調達・確保し、被災者に供給します。 

この際、求められる物資は時間の経過とともに変化することに留意するととも

に、夏季の扇風機等、冬季の暖房器具や燃料等、被災時期に応じたニーズ、要配

慮者等への対応や男女のニーズの違いに配慮します。 

また、在宅避難者等に対しても物資等が提供されるよう努めます。 

１０ 教育・保育対策 

発災時には園児・児童・生徒の保護を最優先に活動し、保護者による引き取り

まで安全に保護します。 

その後は、避難所となる学校はその役割と調整しつつ、児童生徒等が災害から

の心の平穏や平常時の日常生活を取り戻し安全かつ円滑に学校生活等に戻れる

よう、教育等の再開に向けた準備・調整を進め、教育活動等の早期再開を目指し

ます。 

１１ 危険度判定 

被災建築物の倒壊や被災宅地の崩壊による２次災害を防止し市民の安全の確
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保を図るため、速やかに活動体制を構築し、防災上重要な施設を優先に関係機関

との連携しながら建築物及び宅地の調査を実施します。 

１２ 緊急輸送のための交通の確保、緊急輸送活動 

緊急通行や緊急輸送、応援部隊の効果的な展開のため、一般車両の交通規制を

実施するとともに、災害応急対策の優先順位を考慮し、応急復旧のため人員、資

機材等を集中的に投入することで、円滑な災害応急対策の実施に係る通行・輸送

ルートの確保を図ります。 

１３ ライフライン等の応急復旧活動 

２次災害を防止し、被災者の日常生活を確保するため、ライフライン事業者は、

災害時における活動体制を確立するとともに、被害状況を踏まえ、行政機関等と

連携を図りながら応急対策を実施します。 

なお、ライフライン施設の復旧に当たっては、防災関係機関、医療施設、福祉

施設、避難施設などの施設を優先的に実施します。 

１４ 燃料対策 

災害応急対策を迅速かつ円滑に実施するため、燃料の不足が懸念される場合

は、国県及び災害協定先等に要請し燃料供給体制を整えることで、災害応急対策

の実施体制を確保します。 

なお、燃料の供給にあたっては、防災関係機関、医療施設、福祉施設、避難施

設などの施設に優先的に供給します。 

１５ 警備・救助対策 

様々な社会的混乱や道路交通の混乱から市民の生命、身体及び財産を保護する

とともに、各種犯罪を未然に防止し、取締り及び交通秩序を維持するため、陸上

及び海上における警備・救助体制を早期に確立し、人命の安全を第一とした迅速

かつ的確な災害応急対策を実施することで、治安の維持を図ります。 

１６ 広域応援・受援活動 

甚大な被害が発生し地域全体の防災力では対応が困難な場合、広域応援部隊や

他自治体等へ応援を要請するとともに、各種応援の受入体制を整えることで、迅

速かつ的確な災害応急対策の実施体制を構築します。 

１７ ボランティア活動 

災害に伴う被災者の様々な支援ニーズに対応するため、災害ボランティアの受

入・活動体制を整えるとともに、被災者のニーズや支援活動の全体像を把握し、

関係団体と情報共有を図りながら連携のとれた支援活動を展開することにより、
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市民生活の早期回復を図ります。 

１８ 災害廃棄物等の除去及び処理 

住民の健康への配慮や安全の確保、衛生や環境面での安全・安心のため、被害

状況や災害廃棄物の発生状況等を継続的に把握するとともに、仮置場の確保や既

存処理施設における災害廃棄物の受入れ等の廃棄物処理体制、事業者との連携や

広域的な処理を含めた関係機関との連携協力体制を構築し、災害廃棄物を適正か

つ円滑・迅速に処理することにより、生活環境の悪化防止を図ります。 

１９ 災害救助法関係 

災害による被災者を救助するため、関係機関との連携・協力のもと応急的に必

要な支援等を実施することにより、被災者の保護と社会の秩序の保全を図りま

す。 

第３ 南海トラフ地震臨時情報発表時の対応 

 南海トラフ地震について、南海トラフ地震臨時情報（調査中）、南海トラフ地

震臨時情報（巨大地震警戒）及び南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）が気

象庁より発表された場合の防災対応については、「第８節 南海トラフ地震防災

対策推進計画 第５節 時間差発生等における円滑な避難の確保等に関する事

項」に定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

第５章 災害時の応急対策活動 

第１節 災害対策本部の設置及び運営 

市は、発災後、災害に対し迅速に対応するため、職員の安全の確保に十分に配

慮しつつ、職員の緊急参集、災害情報の収集、関係機関等との連絡体制を確保し、

災害対応体制の確立を図ります。 

第１ 災害対策本部組織 統括調整部各班、市民安全部 

（略） 

２ 災害対策本部 

市長は、本市で震度５弱以上を観測したとき、大規模な地震による広域火災が

発生したとき、又は必要と認めたときは、災害対策基本法第２３条の２第１項に

基づき、災害対策本部を設置して事態に対処します。設置した場合、直ちに県及

び防災関係機関に通知するとともに、市庁舎入口に災害対策本部の掲示をしま

す。 

（略） 

Ｐ９５ 

第５章 災害時の応急対策活動 

第１節 災害対策本部の設置及び運営 

（新設） 

 

 

第１ 災害対策本部組織 統括調整部各班、市民安全部 

（略） 

２ 災害対策本部 

市長は、本市で震度５弱以上を観測したとき、大規模な地震による広域火災が

発生したとき、または必要と認めたときは、災害対策本部を設置して事態に対処

します。設置した場合、直ちに防災関係機関に通知するとともに、市庁舎入口に

災害対策本部の掲示をします。 

 

（略） 
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第３ 職員の参集 総務部 

（略） 

２ 勤務時間外及び休日の参集 

 職員は、災害が発生し勤務時間外及び休日に緊急参集する必要が生じた場合、

各分担業務に従事するため次の要領により、速やかに所属勤務場所又はあらかじ

め指定された場所に参集を開始します。 

(1) 安全確保 

自らの安全を確保し、家族等の安否を確認します。災害情報や周囲の状況等を

確認します。また、自身の安否や緊急参集の可否について、職員参集システム等

を通じ、所属長に報告します。 

(2) 参集時の服装、携行品 

災害応急対策活動に適した服装とし、貴重品、タオル、着替え、飲料水、食料、

懐中電灯等を携行します。（詳細は職員携行カードを参照） 

(3) 被害状況等の報告 

参集途上において、被害状況の収集に努め、参集後その情報を統括調整部に報

告します。 

（略） 

第４ 災害対策地区防災拠点 避難所対策班、配備職員 

（略） 

６ 情報の収集・伝達 

 地域の被害状況、救援ニーズ等の情報を収集・集約し、災害対策本部へ報告し

ます。 

（略） 

第６ 災害対策本部の廃止 統括調整部、市民安全部 

 本部長は、市域において被害が限定的で応急対策が小規模であると認めたとき

又は災害応急対策がおおむね完了したと認めたときには、災害対策本部を廃止す

ることができることとします。 

 市は、災害対策本部を廃止したときは、県及び防災関係機関に連絡するととも

に、報道機関に発表します。 

第３ 職員の参集 総務部 

（略） 

２ 勤務時間外及び休日の参集 

（新設） 

 

 

(1) 職員は、勤務時間外に災害が発生し、被害が予測されるときは、各種分担業

務に従事するため、所属勤務場所またはあらかじめ指定された場所に参集する

こととします。ただし、災害の状況により、参集自体に危険が生じる可能性が

ある場合は、所属長または防災主管課へ確認しその指示に従います。 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

（略） 

第４ 災害対策地区防災拠点 避難所対策班、配備職員 

（略） 

（新設） 

 

 

（略） 

（新設） 

 

第５章 災害時の応急対策活動 

第２節 災害情報の受伝達 

Ｐ９９ 

第５章 災害時の応急対策活動 

第２節 災害情報の受伝達 
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流言飛語等による社会的混乱を防止し人心の安定を図るとともに、住民等の適

切な判断と行動を助け住民等の安全を確保するため、放送事業者等とも連携しな

がら、防災行政用無線等の各種の情報受伝達手段を活用し、発災当初には市域の

被災状況などの災害発生情報及び避難関連情報を、以降には重大なリスク情報の

ほか、生活関連情報を重点に計画的に発信します。 

第１ 地震や津波関する情報等受伝達 統括調整部各班、市民安全部 

（略） 

１ 地震情報の種類と発表基準 

地震情報の種類 発表基準 

震度速報 震度３以上 

震源に関する情報 震度３以上 

（大津波警報、津波警報又は津波注意報を発表した場合

は発表しない） 

震源・震度に関する

情報 

以下のいずれかを満たした場合 

・震度３以上 

・大津波警報、津波警報又は津波注意報発表時 

・若干の海面変動が予想される場合 

・緊急地震速報（警報）を発表した場合 

各地の震度に関す

る情報 

震度１以上 

推計震度分布図 震度５弱以上 

遠地地震に関する

情報 

国外で発生した地震について以下のいずれかを満たし

た場合等 

・マグニチュード７．０以上 

・都市部等、著しい被害が発生する可能性がある地域で

規模の大きな地震を観測した場合 

その他の情報 顕著な地震の震源要素を更新した場合や地震が多発し

た場合 

２ 津波情報の種類と発表内容 

情報の種類 発表内容 

津 波到達予 想時

刻・予想される津波

各津波予報区の津波到達予想時刻や予想される津波の

高さを５段階の数値（メートル単位）又は「巨大」や「高

（新設） 

 

 

 

 

第１ 地震や津波関する情報等受伝達 統括調整部各班、市民安全部 

（略） 

１ 地震や津波に関する情報等の種類 

(1) 震度速報 

(2) 地震情報（震源に関する情報、震源・震度に関する情報、地震回数に関する

情報） 

(3) 各地の震度に関する情報 

(4) 津波情報（各津波予報区の津波到達予想時刻や予想される津波の高さ、主な

地点の満潮時刻や津波の到達予想時刻、実際に津波を観測した場合のその時刻

や津波の高さ） 

(5) 地震解説資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

２ 地震や津波に関する情報等の発表基準 

(1) 地震や津波に関する情報の発表は、次に該当する場合に行います。 

ア 県内で震度１以上を観測した場合（各地の震度に関する情報） 

イ 県内で震度３以上を観測した場合（震度速報、震源に関する情報（津波注意
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の高さに関する情

報 

い」という言葉で発表 

各地の満潮時刻・津

波到達予想時刻に

関する情報 

主な地点の満潮時刻や津波の到達予想時刻を発表 

津波観測に関する

情報 

沿岸で観測した津波の時刻や高さを発表 

沖合の津波観測に

関する情報 

沖合で観測した津波の時刻や高さ、及び沖合の観測値か

ら推定される沿岸での津波の到達時刻や高さを津波予

報区単位で発表 

津波に関するその

他の情報 

津波に関するその他必要な事項を発表 

３ 地震や津波に関する情報等の受伝達 

市は、防災関係機関から地震や津波に関する情報等を受理し、市民等に伝達す

ることが必要と認めたときは、災害対策基本法第５６条に基づき、直ちに市民等

に伝達するとともに、必要に応じて避難指示（緊急）の発令等の措置を行います。 

（略） 

第２ 災害時の広報 災害時広報対策班、企画部、市民安全部、消防部、防災

関係機関 

市及び防災関係機関は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合は、協

力連携し、市民に対する正確な情報の提供を行うとともに、災害応急対策の実施

状況や被災者のニーズ等を把握し、積極的な広報に努めます。 

１ 広報内容 

（略） 

(2) 安全安心情報 

現場や避難所などの状況を終始確認し、頻繁に情報の更新を行い、最新の情報

を発信します。 

ア 避難所や福祉避難所等の開設情報 

イ 要配慮者関連施設等の安否情報 

ウ 医療救護所の開設場所等の医療情報 

エ 応急給水場所の情報 

オ 応急対策活動に係る情報 

報等が発表されない場合のみ）、震度・震源に関する情報） 

ウ 県沿岸（「東京湾内湾」及び「相模湾・三浦半島」）に津波注意報等が発表さ

れた場合（津波情報、震源・震度に関する情報） 

エ 地震（小地震を含む）が続いて発生している場合（地震回数に関する情報） 

オ 緊急地震速報が発表された場合（強い揺れが来る可能性を知らせる情報） 

カ その他地震に関する情報を発表することが公衆の利便を増進すると認めら

れる場合 

 

 

 

 

 

３ 地震や津波に関する情報等の受伝達系統 

（新設） 

 

 

（略） 

第２ 災害時の広報 災害時広報対策班、企画部、防災関係機関 

  

市は、災害が発生し、または発生するおそれがある場合は、市及び防災関係機

関は、一体となって市民に対し、正確な情報の提供を行うとともに、市の活動状

況や被災者のニーズ等を把握し、迅速な対応を図ります。 

１ 広報内容 

（略） 

(2) 安全安心情報 

現場や避難所などの状況を終始確認し、頻繁に情報の更新を行い、最新の情報

を発信します。 

ア 避難所や福祉避難所等の開設情報 

イ 要配慮者関連施設等の安否情報 

ウ 医療救護所の開設場所等の医療情報 

エ 応急給水場所の情報 

オ 応急対策活動に係る情報 
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(ｱ) 応急危険度判定や建物被害調査 

(ｲ) ライフラインの復旧 

(ｳ) 応急教育・応急保育等の連絡事項 

カ 物資等配給情報 

キ 交通や道路等の情報 

ク 各種相談窓口や行政手続き等、業務継続関連情報 

ケ 災害廃棄物の分別･排出方法に関する情報 

２ 広報手段 

（略） 

 さらに、より多くの受け手に、より詳細に情報を伝達するため、ＰＵＳＨ型に

加え、市ホームページのほか、ツイッター、テレビのデータ放送等、情報の受け

手側の能動的な操作により、必要な情報を取りに行くタイプの伝達手段であるＰ

ＵＬＬ型手段も活用して情報を伝達します。 

 なお、災害対策基本法第５７条に定める通信のため、特別の必要があると認め

る場合は、必要に応じて緊急放送に関する協定先等の関係事業者に対し協力を要

請します。 

(1) 防災行政用無線、地域情報配信システム、ツイッター、緊急速報メール、ｔ

ｖｋ（地上デジタル放送によるデータ文字放送）、防災ラジオ、災害情報共有

システム（Ｌアラート）※等の即時性の高い情報発信 

（略） 

第３ 被害情報等の収集・報告 総括・情報班 

（略） 

２ 被害情報等の報告 

（略） 

(2) 市は、災害対策基本法第５３条に基づき、把握できた範囲から被害情報を災

害情報管理システムにより県に報告します。 

  なお、避難勧告等を発令した場合は、避難所開設状況等について、災害情報

管理システムにより逐次県に報告します。 

(3) 県は、市町村、県の機関、その他の防災関係機関をオンラインネットワーク

で結ぶ災害情報管理システムを整備し、災害発生時に、市町村等が把握した被

害情報等を、迅速、正確に収集、整理し、相互に情報共有します。 

 

(ｱ) 応急危険度判定や建物被害調査 

(ｲ) ライフラインの復旧 

(ｳ) 応急教育・応急保育等の連絡事項 

カ 物資等配給情報 

キ 交通や道路等の情報 

ク 各種相談窓口や行政手続き等、業務継続関連情報 

（新設） 

２ 広報手段 

（略） 

 さらに、より多くの受け手により詳細に情報を伝達するため、ＰＵＳＨ型に加

え、市ホームページのほか、ツイッター、テレビのデータ放送等、情報の受け手

側の能動的な操作により、必要な情報を取りに行くタイプの伝達手段であるＰＵ

ＬＬ型手段も活用して伝達手段の多様化・多重化に取り組みます。 

（新設） 

 

 

(1) 防災行政用無線、地域情報配信システム、ツイッター、緊急速報メール、ｔ

ｖｋ（地上デジタル放送によるデータ文字放送）、防災ラジオ、Ｌアラート（災

害情報共有システム）※等の即時性の高い情報発信 

（略） 

第３ 被害情報等の収集・報告 総括・情報班 

（略） 

２ 被害情報等の報告 

（略） 

(2) 市は、把握できた範囲から被害情報を県に報告します。 

 

  なお、避難勧告及び避難の指示を行った場合は、避難所開設状況等について、

逐次県に報告します。 

(3) 県は、市町村、県の機関、その他の防災関係機関をオンラインネットワーク

で結ぶ災害情報管理システムを整備し、災害発生時に、市町村等が把握した被

害情報等を、迅速、正確に収集、整理し、相互に情報共有することとしていま

す。 
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（略） 

第４ 通信手段の確保 総括・情報班 

（略） 

１ 災害時の通信連絡 

(1) 災害時の通信は、次の手段を活用します。 

 

ア 加入電話及び庁内電話 

 有線電話の使用が可能なときは、災害対策本部の電話番号区分や内線番号を活

用し情報受伝達を行います。 

イ ＭＣＡ無線 

 市役所各課や公共施設、学校、医療機関、防災関係機関に設置しており、市役

所からの一斉放送やグループ間の一斉通信、各ＭＣＡ無線同士の個別通信により

情報伝達を行います。 

ウ 災害時優先電話 

 電話が混み合うと、発信規制や接続規制などの通信制限がかかりますが、この

制限を受けずに、発信を行うことができる電話です。なお、着信については制限

を受けます。 

エ 神奈川県防災行政通信網 

 県、県内他市町村及び県内の防災関係機関等と情報伝達を行うことができま

す。 

オ 衛星携帯電話 

 国内の通信回線が使用できない場合又はふくそうしている場合の緊急連絡手

段として使用します。 

カ アマチュア無線 

 「アマチュア無線による災害時応援協定」に基づき、災害情報の収集伝達の必

要がある時は、茅ヶ崎セフティコミュニティアマチュア無線クラブに対して、協

力を要請します。 

キ 伝令の派遣 

 いずれの通信手段によっても情報受伝達が困難な場合は、伝令をもって情報受

伝達を行います。 

（略） 

第６ 東日本電信電話(株)の措置 東日本電信電話(株)神奈川事業部 

（略） 

第４ 通信手段の確保 総括・情報班 

（略） 

１ 災害時の通信連絡 

(1) 災害時の通信は、地域防災無線（防災用ＭＣＡ無線）、消防救急無線、衛星

電話等あらゆる手段を活用します。 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

（略） 

第６ 東日本電信電話(株)の措置 東日本電信電話(株)神奈川事業部 
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（略） 

(4) ふくそう対策、安否確認方法として災害用伝言ダイヤル「１７１」や災害用

伝言板「ｗｅｂ１７１」等の運用を開始します。 

（略） 

第７ 災害時コールセンターの設置 市民安全部 

 市は、災害対策本部を設置した場合、原則として災害時コールセンターを開設

し、市民等からの災害等に関する問合せに対応します。 

(1) 設置場所 

 災害時コールセンターの設置場所は、市役所本庁舎４階災害時電話室内としま

す。 

(2) 役割 

 災害時コールセンターは、災害に関する市民等からの問合せに対応するものと

します。 

（略） 

(4) ふくそう対策、安否確認方法として災害用伝言ダイヤル「１７１」等の運用

を開始します。 

（略） 

（新設） 

 

第５章 災害時の応急対策活動 

第３節 消火、救助・救急活動 

災害から市民の生命、身体及び財産を保護するため、消防計画に基づき活動体

制を確立し、消防力を総合的に活用し、災害状況に即応した防御活動を展開しま

す。なお、この際、人命の安全確保を最優先とし、防災関係機関と密接な連携の

もと活動します。 

消火活動にあたっては、住宅密集地、延焼が拡大するおそれがある区域等を優

先した部隊の運用を図ります。 

救助活動にあたっては、発災７２時間までは人命救助を最優先し、自衛隊、警

察、消防、消防団等で連携し活動します。 

救急活動にあたっては、災害の規模や状況によりトリアージを実施し、緊急

度・重要度の高い傷病者を優先的に処置・搬送します。 

第１ 消防活動 消防部、消防団 

（略） 

１ 消防活動の目的 

災害時における消防活動は「人命の安全確保」を目的とし、防災関係機関との

密接な連携を図り、応急対策活動を実施します。 

（略） 

Ｐ１０３ 

第５章 災害時の応急対策活動 

第３節 消火、救助・救急活動 

（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

第１ 消防活動 消防部、消防団 

（略） 

１ 消防活動の目的 

災害時における消防活動は「人命の安全確保」を目的とし、防災機関との密接

な連携を図り、応急対策活動を実施します。 

（略） 
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第２ 各主体における役割 総括・情報班、消防部、消防団、自衛隊、自主防

災組織 

（略） 

第２ 各主体における役割 総括・情報班、消防部、消防団、自衛隊、自主防

災組織 

（略） 

 

第５章 災害時の応急対策活動 

第４節 医療救護・保健活動 

負傷者の医療救護ニーズに対応するため、医療機関と連携した医療救護体制を

早急に確立することで、人的被害の拡大を防止します。 

また、被災者の健康悪化を防止するため、避難所支援や在宅要配慮者支援など

の保健活動を重点に対策を推進することで、災害関連死の発生を未然に防止しま

す。 

第１ 市立病院の活動 市立病院部 

（略） 

１ 医療救護活動 

(1) 市立病院は、発災後直ちに院内状況等を調査しＥＭＩＳへ入力します。 

  なお、被災が甚だしく医療機関としての活動が不可能な場合は、県保健医療

調整本部、茅ヶ崎市・寒川町災害医療対策会議及び同一ブロック（湘南東部二

次保健医療圏）内の他の災害拠点病院等に速やかにその旨を報告します。 

(2) （略） 

(3) 市立病院は、市内の医療機関と連携し、地域における医療救護活動に努めま

す。 

(4) （略） 

（略） 

第２ 災害協力病院の活動 災害協力病院 

災害協力病院は、災害拠点病院における対応に準じ、災害拠点病院のバックア

ップ体制に参加し、傷病者等を受入れるとともに医療救護活動に協力します。 

災害協力病院の管理者は、発災後直ちに院内状況等を調査し、その結果につい

てＥＭＩＳへ入力します。被災が甚だしく医療機関としての活動が不可能な場合

は、県保健医療調整本部、茅ヶ崎市・寒川町災害医療対策会議及び二次保健医療

圏内の災害拠点病院等に速やかにその旨を報告します。 

第３ 茅ヶ崎市・寒川町災害医療対策会議の活動 保健所部 

災害対策本部が設置された場合、市は、被災状況を勘案し、地域における医療

Ｐ１０５ 

第５章 災害時の応急対策活動 

第４節 医療救護・保健活動 

（新設） 

 
 
 
 

第１ 市立病院の活動 市立病院部 

（略） 

１ 医療救護活動 

（新設） 

 

 

 

(1) （略） 

(2) 市立病院は、市内の救急病院やその他医療機関と連携し、地域における医療

救護活動に努めます。 

(3) （略） 

（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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救護活動に必要な情報共有及び調整を行うため、必要に応じて茅ヶ崎市・寒川町

災害医療対策会議を開催します。 

茅ヶ崎市・寒川町災害医療対策会議の主な役割は次のとおりです。 

(1) 市町の区域にある医療機関等の被災状況及び診療状況並びに市町の区域に

ある避難所、救護所、医療救護施設等における医療ニーズの情報収集、整理に

関すること 

(2) 保健医療活動チーム（医療救護班及び薬剤師チーム）の受入れ・派遣調整（配

置する医療救護施設等の基本的な優先順位等）、傷病者の搬送調整等に関する

こと 

(3) 県保健医療調整本部に対し、必要となる保健医療活動チーム（医療救護班及

び薬剤師チーム）の派遣、医薬品等の確保、血液製剤の供給等に関する要請を

行うこと 

(4) その他医療救護活動に関すること 

第４ 医療救護活動 救援物資対策班、保健医療対策班、保健所部、市保健師

（保健師班）、医療関係団体、医療機関、薬品会社、消防部 

（略） 

１ 医療救護活動体制 

(1) 保健医療対策班 

（略） 

また、市のみでは医療救護活動の実施が困難であると市長が判断したときは、

県知事に対し、茅ヶ崎市・寒川町災害医療対策会議を通じて、保健医療活動チー

ムの派遣要請を行います。 

【医療救護体制】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 医療救護活動 総括・情報班、保健医療対策班、保健所部、市保健師（保

健師班）、医療関係団体、市内救急告示病院、薬品会社、消防部 

（略） 

１ 医療救護活動体制 

(1) 保健医療対策班 

（略） 

また、市のみでは、医療救護活動の実施が困難であると市長が判断したときは、

県知事に対し、茅ヶ崎市・寒川町災害医療対策会議を通じて、保健医療活動チー

ムの派遣要請を行います。 

【医療救護体制】 
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(2) 医療救護班 

市は、大規模災害が発生した場合、医療救護班を必要に応じて編成し、医療救

護所へ派遣します。 

（略） 

３ 医療救護所の開設 

 医療救護班は、医療救護所の開設指示があった時は、指示のあった開設予定場

所に向かい、準備を行います。準備が整った時は、保健所部を通じて保健医療対

策班に報告し、報告を受けた保健医療対策班は、広報依頼等の必要な措置を講じ

ます。 

４ 医療救護所における活動 

(1) 医療救護班の活動 

医療救護班は、医療関係団体、ボランティア等と連携し、医療救護所において、

迅速かつ的確な医療救護活動を実施するとともに、医療関係団体や広域応援部隊

 
(2) 医療救護班 

市は、大規模災害が発生した場合、市職員による医療救護班を必要に応じて編

成し、医療救護所へ派遣します。 

（略） 

（新設） 

 

 

 

 

３ 医療救護所における活動 

(1) 医療救護班の活動 

医療救護班は、医療関係団体、ボランティア等と連携し、医療救護所において、

迅速かつ的確な医療救護活動を実施するとともに、医療関係団体や広域応援部隊
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等の協力のもと、後方医療機関への重症病者の搬送、医薬品等の調達を実施しま

す。 

（略） 

５ 医薬品等の確保 

使用する医薬品等は、市が備蓄する医薬品等及び協定を締結している薬品会社

から調達するもののほか、医療関係団体が持参したものとします。ただし、医薬

品等に不足が生じるときは、県に応援を要請します。 

(1) 医薬品等の搬送 

医薬品等の搬送は、救援物資対策班に手配を依頼します。 

 
出典 神奈川県保健医療救護計画（平成３０年３月） 

(2) 血液の確保 

 医療機関から要請があった場合、市は、茅ヶ崎市・寒川町災害医療対策会議を

通じて、県保健医療調整本部に血液製剤の確保を要請します。 

等の協力のもと、後方医療機関による重症病者の収容、医薬品等の調達を実施し

ます。 

（略） 

４ 医薬品等の確保 

使用する医薬品等は、市が備蓄する医薬品等及び協定を締結している薬品会社

から調達するもののほか、医療関係団体が持参したものとします。ただし、不足

が生じるときは、県及び医療関係機関に応援を要請します。 

(1) 医薬品等の搬送 

医薬品等の搬送は、総括・情報班に手配を依頼します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

(2) 血液の確保 

 医療機関から要請があった場合、市は、必要な措置を講じます。 

 

 

医薬品等の調達系統 
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出典 神奈川県保健医療救護計画（平成３０年３月） 

（略） 

６ 後方医療機関等への搬送及び収容対応 

医療救護班は、医療救護を受けた者又は助産が必要な者のうち、収容する必要

がある者を後方医療機関に搬送する手配をします。 

（略） 

（削除）※前項と重複 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

５ 後方医療機関等への搬送及び収容対応 

医療救護班は、医療救護を受けた者または助産が必要な者のうち、収容する必

要がある者を救急病院等の後方医療機関に搬送する手配をします。 

（略） 

６ 助産活動の支援 

医療救護班は、助産への対応要請があった場合は、保健医療対策班及び医療救

護本部と連携し、妊産婦や新生児の状況に応じて、市内の受け入れ可能な助産施

設や協力機関である市立病院、基幹病院である東海大学病院に搬送する手配をし

ます。 

血液製剤確保の体制 
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７ 難病患者等対策 

 市は、在宅人工呼吸器使用患者等の難病患者及び小児慢性特定疾病児童に関し

て、対応可能な医療機関及び患者情報の把握に努め、必要な支援に努めます。 

８ 人工透析患者対策 

 県は、災害時透析患者支援マニュアルに沿って、市に対し透析施設の被害状況

等の情報提供を行うなど、人工透析患者への支援を行います。また、速やかに透

析可能な後方医療施設への搬送調整を行います。 

【災害時における透析患者への情報伝達の流れ】 

 
出典 神奈川県災害時透析患者支援マニュアル（令和元年６月改定版） 

 

第５ ＤＭＡＴとの連携 保健医療対策班、消防部、市立病院部 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３ ＤＭＡＴとの連携 保健医療対策班、消防部、市立病院部 
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（略） 

（削除）※第４章第４節へ移動 

 

 

 

１ ＤＭＡＴの活動 

（略） 

(4) 広域医療搬送 

 被災地内での対応が困難な重症患者の被災地外への搬送のためのトリアージ

及び搬送中の診療等並びに航空搬送拠点臨時医療施設（ＳＣＵ：Staging Care 

Unit）での活動 

２ ＤＭＡＴ調整本部 

 ＤＭＡＴ調整本部は、大規模災害発生直後から急性期までの間、県保健医療調

整本部長の指揮下で、県内で活動する全てのＤＭＡＴ等を統括します。 

（略） 

３ ＤＭＡＴ活動拠点本部 

（略） 

４ 神奈川ＤＭＡＴ－Ｌ 

 災害発生直後の急性期に活動を開始できる機動性を持つ、専門的な研修・訓練

を受けた災害派遣医療チームです。なお、活動の対象は神奈川県内に限ります。 

 主な活動は次のとおりです。 

(1) 病院における情報発信、トリアージ、診療等の支援（病院支援） 

(2) 患者搬送及び搬送中の治療等（地域医療搬送） 

(3) 災害現場におけるトリアージ、緊急医療等（現場活動） 

(4) ＥＭＩＳ等を使った医療情報等の収集・発信 

第６ ＤＰＡＴとの連携 保健医療対策班、市保健師（保健師班） 

 県は、被災市町村等からの要請や統括ＤＰＡＴ（ＤＰＡＴ調整本部の本部長）

の判断により、かながわＤＰＡＴ（災害発生時に、精神科医療及び精神保健活動

の支援を行う、災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ：Disaster Psychiatric 

Assistance Team））を派遣するとともに、必要に応じて関係機関等に協力を要請

します。 

１ ＤＰＡＴの活動 

（略） 

１ ＤＭＡＴとは 

大規模な災害が発生したときに、被災地へ迅速に駆けつけ、救急治療を行うた

めの専門的な訓練を受けた災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ：Disaster Medical 

Assistance Team） 

２ ＤＭＡＴの活動 

（略） 

(4) 広域医療搬送 

 被災地内での対応が困難な重症患者の被災地外への搬送のためのトリアージ

及び搬送中の診療等並びに広域搬送拠点臨時医療施設（ＳＣＵ）での活動 

 

３ ＤＭＡＴ調整本部 

 ＤＭＡＴ調整本部は、大規模災害発生直後から急性期までの間、県医療救護本

部長の指揮下で、県内で活動する全てのＤＭＡＴ等を統括します。 

（略） 

４ ＤＭＡＴ活動拠点本部 

（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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(1) 災害によって障害された既存の精神医療システムの補完 

(2) 避難所、在宅の避難者に対する精神医療の提供 

(3) 災害のストレスによって新たに生じた精神的問題を抱える市民の対応 

(4) 支援者（地域の医療従事者、救急隊員、行政職、保健職等）への支援 

(5) 市民に対する普及啓発 

(6) 地域の精神科医療及び関係機関との情報共有及び連携 

２ ＤＰＡＴ調整本部 

 ＤＰＡＴ調整本部は、大規模災害発生直後から慢性期までの間、県保健医療調

整本部長の指揮下で、神奈川県内で活動する全てのＤＰＡＴ等を統括します。 

３ ＤＰＡＴ活動拠点本部 

 ＤＰＡＴ調整本部は、必要に応じてＤＰＡＴ活動拠点本部を設置します。 

第７ ＤＨＥＡＴの活動 保健医療対策班、市保健師（保健師班） 

災害発生時に、被災地域の保健医療行政の指揮調整機能を後方支援する、災害

時健康危機管理支援チーム（ＤＨＥＡＴ：Disaster Health Emergency Assistance 

Team） 

１ ＤＨＥＡＴの活動 

(1) 県保健医療調整本部における指揮調整機能の後方支援 

(2) 保健所の指揮調整機能の後方支援 

第８ 保健師による災害時の活動 市保健師（保健師班） 

（略） 

(3) 支援者支援活動 

ア 被災者を支援する住民等の健の康相談・助言及び健康管理 

（略） 

(4) 職員支援活動 

 被災者支援などの応急対策活動に従事する職員、救助活動に従事する消防職員

に対する健康相談体制を構築し、心的外傷後ストレス症候群（ＰＴＳＤ）発症の

未然防止を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

第４ 保健師による災害時の活動 市保健師（保健師班） 

（略） 

(3) 支援者支援活動 

ア 被災者を支援する住民や職員の健康相談・助言及び健康管理 

（略） 

（新設） 

 

第５章 災害時の応急対策活動 

第５節 津波対策 

住民等の円滑な避難や安全の確保を図るため、防災行政用無線等により速やか

に津波警報等を伝達するとともに、津波一時退避場所を開設し、津波による人的

Ｐ１０９ 

第５章 災害時の応急対策活動 

第５節 津波対策 

（新設） 
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被害の軽減を図ります。 

第１ 津波注意報等の種類 市民安全部、消防部、横浜地方気象台 

（略） 

種類 発表基準 

発表される津波の高さ 

想定被害と 

とるべき行動 
数値での発表 

（津波の高さ予想の区

分） 

定性

的表

現 

大津波警報 

予想される津波

の高さが高いと

ころで３ｍを超

える場合 

１０ｍ超 

(10m＜予想高さ) 

巨大 

沿岸部や川沿

いにいる人は 

、ただちに高

台や避難ビル

など安全な場

所へ避難。 

１０ｍ 

(5m＜予想高さ≦10m) 

５ｍ 

(3m＜予想高さ≦5m) 

津波警報 

予想される津波

の高さが高いと

ころで１ｍを超

え、３ｍ以下の場

合 

３ｍ 

(1m＜予想高さ≦3m) 
高い 

沿岸部や川沿

いにいる人は 

、ただちに高

台や避難ビル

など安全場場

所へ避難。 

津波注意報 

予想される津波

の高さが高いと

ころで０．２ｍ以

上、１ｍ以下の場

合であって、津波

による災害のお

それがある場合 

１ｍ 

(0.2m≦予想高さ≦1m) 

（標

記し

ない） 

海の中にいる

人はただちに

海から上がっ

て、海岸から

離れる。 

（略） 

第２ 津波情報の伝達 総括・情報班、災害時広報対策班、市民安全部、消防

部、消防団、横浜地方気象台 

１ 津波情報の受伝達 

 

第１ 津波注意報等の種類 市民安全部、消防部、横浜地方気象台 

（略） 

分類 津波高さ予想の区分 
表現 

数値 定性的表現 

大津波警報 

１０ｍ超 １０ｍ超 

巨大 ５ｍ超～１０ｍ １０ｍ 

３ｍ超～５ｍ ５ｍ 

津波警報 １ｍ超～３ｍ ３ｍ 高い 

津波注意報 ２０㎝～１ｍ １ｍ （なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

第２ 津波情報の伝達 総括・情報班、災害時広報対策班、市民安全部、消防

部、消防団、横浜地方気象台 

１ 津波情報の受伝達 
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（略） 

【防災行政用無線】（全国瞬時警報システムによる運用） 

予報の種類 
サイレン吹鳴方

法 
放 送 内 容 

大津波警報 

（東日本大

地震クラス） 

（特別警報） 

 

３秒 

 
２秒休止 

大津波警報。大津波警報。東日本大地震ク

ラスの津波が来ます。ただちに高台に避難

してください。（３回繰り返し） 

こちらは防災ちがさきです。 

大津波警報 

（特別警報） 

 

３秒 

 
２秒休止 

大津波警報が発表されました。海岸付近の

方は高台に避難して下さい。（３回繰り返

し） 

こちらは防災ちがさきです。 

津波警報 

 

５秒 

 

 

    ６秒休止 

津波警報が発表されました。海岸付近の方

は高台に避難して下さい。（３回繰り返し） 

こちらは防災ちがさきです。 

(1) 情報収集 

市は、気象庁が「相模湾・三浦半島」に津波警報又は大津波警報を発表した場

合、防災行政通信網を通じて県より津波情報等を受理するとともに、災害情報管

理システムにより被害の早期把握と情報の共有を図ります。 

（略） 

（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 情報収集 

気象庁が相模湾・三浦半島に津波警報を発表した場合、防災行政通信網を通じ

て県より津波情報等を受理するとともに、災害情報管理システムにより被害の早

期把握と情報の共有化を図ります。 

（略） 

 

第５章 災害時の応急対策活動 

第６節 避難対策  

災害から住民等を保護するため、避難先を確保し安定した避難所運営を行うこ

とで、被災者の生活環境の確保を図ります。 

なお、この際、要配慮者の状況に十分配慮しながら、避難所避難者、在宅避難

者等の避難所外避難者及び帰宅困難者等の被災者のニーズを踏まえた給食・給

水、救援物資等の確保及び配布等の支援を行います。 

第１ 避難対策 総括・情報班、避難所対策班、茅ケ崎警察署、湘南海上保安

署、自衛隊 

Ｐ１１２ 

第５章 災害時の応急対策活動 

第６節 避難対策  

（新設） 

 

 

 

 

第１ 避難対策 総括・情報班、避難所対策班、茅ケ崎警察署、湘南海上保安

署、自衛隊 
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（略） 

３ 警戒区域の設定 

(1) 警戒区域 

災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、人の生命又は

身体に対する危険を防止するため特に必要があると認めるときは、市は、災害対

策基本法第６３条第１項に基づき、警戒区域を設定し、応急対策活動に従事する

者以外に対して、当該区域への立ち入りを制限し、もしくは禁止し、又は当該区

域からの退去を命じることができます。 

（略） 

第３ 避難所の設置 総括・情報班、避難所対策班、教育部、配備職員、自主

防災組織 

市は、災害発生時には、施設の安全性を確認の上、公立小・中学校を避難所と

して開設し、被災者の受入れを行います。避難所においては、避難生活に必要な

食料・救援物資等の配布並びに災害情報等の提供を行いますが、災害の状況によ

っては公的支援が迅速に行き届かないことも想定されます。そのため、避難者自

身が７日分以上の飲料水、食料及び生活必需物資等を持参することが望まれま

す。 

（略） 

２ 避難所の運営 

（略） 

(4) 給食・救援物資等の受入れ、配布 

 避難所において、避難所運営委員会は、自主防災組織等と連携し、受入方針、

供給方針を定め、必要に応じ、飲料水、食料及び生活必需物資等を受入れ、避難

者や避難所外避難者等に配布します。 

（略） 

(7) 感染症患者等への対応 

インフルエンザ等の感染症が、避難所全体に拡大することを防止するため、感

染症患者等の専用スペースを確保します。 

(8) 避難所におけるペット対応 

（略） 

３ 避難所運営に対する災害対策本部の措置 

（略） 

（略） 

３ 警戒区域の設定 

(1) 警戒区域 

災害が発生し、または発生するおそれがあり、そのために人命の保護その他災 

害の防止等を図るため特に必要があると認めるときは、災害対策基本法第６０条

第１項に基づき、警戒区域を設定し、応急対策活動に従事する者以外に対して、

当該地区への立ち入りを制限し、もしくは禁止し、または当該地域からの退去を

命じることができます。 

（略） 

第３ 避難所の設置 総括・情報班、避難所対策班、教育部、配備職員、自主

防災組織 

市は、災害発生時には、公立小・中学校を避難所として開設し、被災者の受け

入れを行います。避難所においては、避難生活に必要な食料・救援物資等の配布

並びに災害情報等の提供を行いますが、災害の状況によっては公的支援が迅速に

行き届かないことも想定されます。そのため、避難者自身が７日分以上の飲料水、

食料及び生活必需物資等を持参することが望まれます。 

 

（略） 

２ 避難所の運営 

（略） 

(4) 給食・救援物資等の配布 

 避難所においては、自主防災組織等と連携し、供給方針を定め、必要に応じ、

飲料水、食料及び生活必需物資等を供給します。 

 

（略） 

（新設） 

 

 

(7) 避難所におけるペット対応 

（略） 

３ 避難所運営に対する災害対策本部の措置 

（略） 
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(3) 大規模な延焼火災が発生した場合等の措置 

避難所周辺で大規模な延焼火災が発生した場合等、避難所に滞在し続けること

により身に危険がおよぶことが想定される場合は、避難所を閉鎖し他の避難所又

は広域避難場所等へ避難者の移動を行う必要があります。 

市は、正確な情報分析を行い、必要に応じて避難所からの移動措置を講じます。 

（略） 

(4) 避難所の閉鎖・統合 

災害の状況が明らかになる時期（おおむね３日以内）、ライフライン復旧時期、

応急仮設住宅整備時期等の段階において、市は、各避難所の避難状況等を考慮し、

避難所運営委員会との協議を行った上で、避難所の閉鎖・統合を決定します。決

定にあたっては、県へ相談を行うものとします。 

なお、統合の際には、普通教室に避難する避難者の体育館への移動など、学校

の教育再開に配慮します。 

また、発災後一定時間を経過しても住民の避難がない場合、災害状況を踏まえ、

地区防災拠点の情報受伝達拠点としての役割も考慮して、避難所の閉鎖について

総合的に判断、決定します。 

(5) その他避難所の運営に関する措置 

（略） 

第６ 要配慮者及び避難行動要支援者支援対策 要配慮者対策班、文化生涯学

習部、福祉部、こども育成部、保健所部、消防部、茅ケ崎警察署 

（略） 

１ 要配慮者及び避難行動要支援者への対応 

(1) 避難支援等関係者は、避難行動要支援者の安否確認を行い、避難所への移動

等の必要な支援を行います。その際、市は、災害対策基本法第４９条の１１に基

づき、災害から避難行動要支援者の生命又は身体を保護するために特に必要があ

るときは、その同意の有無に関わらず、避難支援等の実施に必要な限度で、避難

支援等関係者に避難行動要支援者名簿の情報を提供します。 

（略） 

(3) 避難所の移動・閉鎖 

避難所周辺で大規模な延焼火災が発生した場合等においては、避難所を閉鎖し

他の避難所へ避難者の移動を行う必要があります。 

市は、正確な情報分析を行い、必要に応じて避難所の移動措置を講じます。 

 

（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) その他避難所の運営に関する措置 

（略） 

第６ 要配慮者及び避難行動要支援者支援対策 要配慮者対策班、文化生涯学

習部、福祉部、こども育成部、保健所部 

（略） 

１ 要配慮者及び避難行動要支援者への対応 

(1) 避難支援等関係者は、避難行動要支援者の安否確認を行い、避難所への移動

等の必要な支援を行います。その際、市は、災害から避難行動要支援者の生命ま

たは身体を保護するために特に必要があるときは、その同意の有無に関わらず、

避難支援等の実施に必要な限度で、避難支援等関係者に避難行動要支援者名簿の

情報を提供します。 

（略） 

 

第５章 災害時の応急対策活動 

第７節 帰宅困難者対策 

市は、「むやみに移動を開始しない」という基本原則の広報等により、一斉帰

Ｐ１２０ 

第５章 災害時の応急対策活動 

第７節 帰宅困難者対策 

（新設） 
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宅の抑制を図るとともに、帰宅困難者に対し、必要に応じて一時滞在施設の確保

等の支援を行います。 

一時滞在施設の確保・運営に当たっては、男女のニーズの違いや要配慮者の多

様なニーズに配慮するとともに、公共交通機関等必要な情報提供に努めます。 

第１ 帰宅困難者の発生の抑制 災害時広報対策班、施設管理者 

１ 基本原則の周知 

 市は、「むやみに移動を開始しない」という一斉帰宅抑制の基本原則を学校や

企業等に呼びかけるとともに、報道機関等の協力を得て、周知します。 

（略） 

第２ 帰宅困難者への支援 避難所対策班、茅ケ崎警察署、東日本旅客鉄道(株)

横浜支社 

１ 一時滞在施設・避難場所の提供 

市は、災害発生により帰宅の手段を失い、駅周辺、市街地、観光施設等に滞留

している帰宅困難者に対し、一時滞在施設（駅周辺公共施設等）及び避難所を提

供します。 

（略） 

３ 帰宅困難者の把握 

市は、一時滞在施設及び避難所に避難した帰宅困難者数の把握に努め、警察、

東日本旅客鉄道(株)横浜支社と十分連携を図ります。 

（略） 

第４ 県への報告 避難所対策班、広域連携班 

 市は、帰宅困難者の避難状況について、災害情報管理システムにより県へ報告

するとともに、必要に応じて、協力を要請します。 

（略） 

 

 

 

 

第１ 帰宅困難者の発生の抑制 災害時広報対策班、施設管理者 

１ 基本原則の周知 

 市は、帰宅困難者の行動の基本原則である、「むやみに移動を開始しない」こ

とを、報道機関等の協力を得て、周知します。 

（略） 

第２ 帰宅困難者への支援 避難所対策班、茅ケ崎警察署、東日本旅客鉄道(株)

横浜支社 

１ 一時滞在施設・避難場所の提供 

市は、災害発生により帰宅の手段を失い、駅周辺、市街地、観光施設等に滞留

している帰宅困難者に対し、一時滞在施設及び避難場所（駅周辺公共施設及び避

難所）を提供します。 

（略） 

３ 帰宅困難者の把握 

市は、一時滞在施設及び避難場所に避難した帰宅困難者数の把握に努め、警察、

東日本旅客鉄道(株)横浜支社と十分連携を図ります。 

（略） 

第４ 県への報告 避難所対策班、広域連携班 

 災害対策本部は、帰宅困難者の避難状況について、県へ報告するとともに、必

要に応じて、協力を要請します。 

（略） 

 

第５章 災害時の応急対策活動 

第８節 保健衛生・防疫、遺体の取扱いに関する活動 

生活環境の悪化に伴う健康被害を防ぐため、被災者の健康状態を把握し、被災

状況や地域の衛生状態、災害応急対策の実施状況を踏まえ、保健衛生対策、防疫

対策、多数遺体対策などの衛生関連対策を先行的、かつ計画的に実施することで

公衆衛生の確保を図ります。 

第１ 保健衛生・防疫活動 保健医療対策班、衛生・災害廃棄物対策班、保健

Ｐ１２２ 

第５章 災害時の応急対策活動 

第８節 保健衛生・防疫、遺体の取扱いに関する活動 

（新設） 

 

 

 

第１ 保健衛生・防疫活動 保健医療対策班、衛生・災害廃棄物対策班、保健
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所部、市保健師（保健師班） 

（略） 

３ 感染症対策 

(1) 感染症患者の治療 

県は、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10

年法律第 114 号）」に基づき、一類感染症（ペスト等）及び二類感染症（急性灰

白髄炎等）又は新型インフルエンザ等のまん延を防止するため必要があると認め

られるときは、当該感染症の患者に対し特定感染症指定医療機関若しくは第一種

感染症指定医療機関に入院し、又はその保護者に対し当該患者を入院させるべき

ことを勧告等するとともに、患者を医療機関に移送します。 

（略） 

（削除）※第５章第１８節へ移動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所部、市保健師（保健師班） 

（略） 

３ 感染症対策 

(1) 感染症患者の治療 

県は、一類感染症（ペスト等）及び二類感染症（急性灰白髄炎等）またはイン

フルエンザ等のまん延を防止するため必要があると認められるときは、当該患者

を感染症指定医療機関等に入院させるべきことを勧告等するとともに、患者を医

療機関に移送します。 

 

 

（略） 

第２ ごみ及びし尿等の処理 衛生・災害廃棄物対策班、環境部 

県及び市は連携してごみ処理施設及びし尿処理施設の被災状況を把握すると

ともに、し尿収集対象者やごみの発生量を推計し、応急体制の確保を図り、適切

な収集・処理に努めます。 

１ ごみ処理施設、し尿処理施設の被災状況の把握 

市は、災害発生後速やかにごみ処理施設の被災状況を把握し、県へ報告を行い

ます。また、し尿処理施設については、寒川町と連携し、被災状況の把握に努め

ます。 

２ し尿処理施設の管理等 

施設破損や停電、給排水設備、脱臭設備損傷等により、し尿処理が不能な場合、

直ちに損傷程度を確認し、修繕手配等は寒川町が実施します。 

また、市は、施設の復旧作業中は、し尿の施設での保管が可能かどうか判断し、

不可能な場合は近隣施設、他市町村へ搬入及び処理について協力を要請します。 

３ し尿及びごみ処理 

(1) 市は、被災状況から、し尿収集量やごみの発生量を推計し、通常時のし尿

やごみの収集・処理体制に基づき、収集体制の確保を図ります。 

(2) 市は、し尿やごみの収集・処理業務の増大により、収集車両や人員、処理

施設の能力が不足する場合、処理施設が倒壊または稼働不能な場合等は、県へ

の支援を要請します。 

４ 資源物の分別 

市は、環境を考慮した分別回収を実施するとともに、速やかに資源物の受け入
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第２ 行方不明者の捜索及び遺体の取扱い 衛生・災害廃棄物対策班、総務部、

保健所部、消防部、茅ケ崎警察署、茅ヶ崎歯科医師会 

（略） 

２ 遺体の取扱い方法 

（略） 

(1) 実施機関 

市は、災害時における遺体の収容、埋火葬を関係機関の協力を得て行います（災

害救助法が適用され県の委任を受けた場合も同様）。 

 必要に応じて、協定を締結している葬祭業者等に協力を要請します。 

（略） 

(4) 遺体の収容 

（略） 

イ 市は、遺体収容施設開設後、収容受付等を行います。その際、遺体を搬送し

た者の氏名、住所、発見した場所、遺体の氏名・住所等を必ず聴取し、確実に

警察が行う遺体の検視・調査等の業務へと引き継ぎます。 

(5) 検視等 

遺体の検視・調査等は、警察が行います。 

（略） 

(8) 遺体の引渡し 

市は、警察による検視・調査等及び医師による検案が終了し身元が明らかにな

った遺体を、遺族又は関係者に引き渡します。この際、市と警察は遺体の引き渡

し作業を協力して行います。 

（略） 

れが図れるよう、寒川広域リサイクルセンターへの搬入について寒川町と連携し

た対応を図ります。 

第３ 行方不明者の捜索及び遺体の取扱い 衛生・災害廃棄物対策班、総務部、

保健所部、消防部、茅ケ崎警察署、茅ヶ崎歯科医師会 

（略） 

２ 遺体の取扱い方法 

（略） 

(1) 実施機関 

市は、災害時における遺体の収容、埋火葬を関係機関の協力を得て市が行いま

す（災害救助法が適用され県の委任を受けた場合も同様）。 

 

（略） 

(4) 遺体の収容 

（略） 

イ 市は、遺体収容施設開設後、収容受付等を行います。その際、遺体を搬送し

た者の氏名、住所、発見した場所、遺体の氏名・住所等を必ず聴取し、確実に

警察が行う遺体の検視等の業務へと引き継ぎます。 

(5) 検視等 

遺体の検視等は、警察が行います。 

（略） 

(8) 遺体の引渡し 

市は、警察による検視等及び医師による検案が終了し身元が明らかになった遺

体を、遺族または関係者に引き渡します。この際、市と警察は遺体の引き渡し作

業を協力して行います。 

（略） 

 

第５章 災害時の応急対策活動 

第９節 飲料水、食料及び生活必需物資等の調達・供給活動 

被災者の生活の維持のため、被災者のニーズに応じて必要な食料、飲料水、毛

布の生活必需品等を調達・確保し、被災者に供給します。 

この際、求められる物資は時間の経過とともに変化することに留意するととも

に、夏季の扇風機等、冬季の暖房器具や燃料等、被災時期に応じたニーズ、要配

Ｐ１２５ 

第５章 災害時の応急対策活動 

第９節 飲料水、食料及び生活必需物資等の調達・供給活動 

（新設） 
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慮者等への対応や男女のニーズの違いに配慮します。 

また、在宅避難者等に対しても物資等が提供されるよう努めます。 

（略） 

第２ 食料の調達・供給 救援物資対策班、財務部、経済部、自衛隊 

 

（略） 

（削除）※第４に移動 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

第４ 県への食料及び生活必需物資等の供給要請 総括・情報班、広域連携班、

救援物資対策班、関東農政局 

１ 災害対策基本法に基づく供給要請 

 市は、備蓄物資又は資材が不足し、災害応急対策を的確かつ迅速に実施するこ

とが困難な場合、災害対策基本法第８６条の１６に基づき、必要な物資又は資材

の供給について、県備蓄物資の供給、物資等の購入のあっせん、流通在庫情報の

提供等の必要な措置を県に要請します。 

 なお、この場合、物資等の供給については供給を要請した側が、物資の運送に

ついては運送を要請又は指示した側がそれぞれ費用を負担します。 

２ 災害救助法適用時の供給要請 

災害救助法が適用された場合、同法に基づく物資の供給は県が実施し、市は、

県に対し物資の供給を要請します。 

ただし、県より同法に基づく物資の供給に係る事務の委任があったときは、市

が協定等により調達した物資を被災者に対し供給します。 

なお、農林水産省所管の政府所有食料の供給に関しては、県に供給を要請する

こととし、交通、通信の途絶のため、災害救助用米穀等の引取りに関する県の指

示を受けることができない場合には、直接、農林水産省（政策統括官付貿易業務

 

 

（略） 

第２ 食料の調達・供給 救援物資対策班、財務部、経済部、関東農政局、自

衛隊 

（略） 

４ 応援要請 

市は、備蓄している食料及び協定を締結している企業等から調達する食料のみ

では市民に対し十分な供給が困難な場合は、県に応援を要請します。 

また、災害救助法が適用された場合は、農林水産省所管の政府所有食料の供給に

関して、県に供給を要請します。 

市は、交通、通信の途絶のため、災害救助用米穀等の引取りに関する県の指示

を受けることができない場合には、農林水産省（政策統括官付貿易業務課）に要

請します。 

（略） 

（新設）※第２より移動 
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課）に要請することとします。 

第５ 食料及び生活必需物資等の集積と配分 救援物資対策班、避難所対策班、

経済部 

（略） 

２ 物資拠点 

(1) 総合体育館 

(2) （株）茅ヶ崎青果地方卸売市場 

(3) 茅ヶ崎公園野球場 

(4) 柳島スポーツ公園 

(5) 茅ヶ崎市北部地区防災備蓄倉庫 

(6) その他被災状況に応じ指定した場所 

（略） 

第６ 物価高騰の防止のための要請 救援物資対策班、経済部 

（略） 

 

第４ 食料及び生活必需物資等の集積と配分 救援物資対策班、避難所対策班、

経済部 

（略） 

２ 物資拠点 

(1) 総合体育館 

(2) （株）茅ヶ崎青果地方卸売市場 

(3) 茅ヶ崎公園野球場 

(4) 柳島スポーツ公園 

（新設） 

(5) その他被災状況に応じ指定した場所 

（略） 

第５ 物価高騰の防止のための要請 救援物資対策班、経済部 

（略） 

 

第５章 災害時の応急対策活動 

第１０節 教育・保育対策 

発災時には園児・児童・生徒の保護を最優先に活動し、保護者による引き取り

まで安全に保護します。 

その後は、避難所となる学校はその役割と調整しつつ、児童生徒等が災害から

の心の平穏や平常時の日常生活を取り戻し安全かつ円滑に学校生活等に戻れる

よう、教育等の再開に向けた準備・調整を進め、教育活動等の早期再開を目指し

ます。 

（略） 

Ｐ１２７ 

第５章 災害時の応急対策活動 

第１０節 教育・保育対策 

（新設） 

 

 

 

 

 

（略） 

 

第５章 災害時の応急対策活動 

第１１節 危険度判定活動 

被災建築物の倒壊や被災宅地の崩壊による２次災害を防止し市民の安全の確

保を図るため、速やかに活動体制を構築し、防災上重要な施設を優先に関係機関

との連携しながら建築物及び宅地の調査を実施します。 

（略） 

Ｐ１２７ 

第５章 災害時の応急対策活動 

第１１節 危険度判定活動 

（新設） 

 

 

（略） 

 Ｐ１３２ 
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第５章 災害時の応急対策活動 

第１２節 緊急輸送のための交通の確保、緊急輸送活動 

緊急通行や緊急輸送、応援部隊の効果的な展開のため、一般車両の交通規制を

実施するとともに、災害応急対策の優先順位を考慮し、応急復旧のため人員、資

機材等を集中的に投入することで、円滑な災害応急対策の実施に係る通行・輸送

ルートの確保を図ります。 

第１ 被災地域等への流入抑制及び交通規制の実施 建設部、茅ケ崎警察署 

１ 警察 

（略） 

また、緊急交通路等において、車両その他の物件が、緊急通行車両の通行の妨

害となることにより、応急対策活動の実施に著しい支障を生じるおそれがあると

きは、必要に応じ、当該車両その他の物件を道路外へ移動させる等の措置命令を

行います。 

（略） 

第７ 緊急通行車両の確認手続き 財務部 

２ 緊急通行車両の確認 

（略） 

(1) 事前届出手続き 

市は、応急対策活動を迅速に行うため、応急対策活動のために使用する予定の

車両について、あらかじめ県公安委員会（県警察本部）に事前届出を行い、緊急

通行車両事前届出済証等の交付を受けておくものとします。 

(2) 交付手続き 

災害が発生し、災害対策に車両を使用する必要が生じたときは、上記の事前届

出済の車両については、直ちに市が事前届出済証を警察署等に提出し、標章の交

付を受け、各該当車両に掲示するものとします。 

（略） 

第８ ヘリコプターによる緊急輸送手段の確保 総括・情報班、広域連携班 

（略） 

また、救急患者、医師その他救急活動に必要な人員及び緊急物資の輸送に際し、

特に緊急を要する場合は、陸上自衛隊等防災関係機関によるヘリコプター輸送を

県に要請し、緊急時の輸送手段の確保に努めます。 

第５章 災害時の応急対策活動 

第１２節 緊急輸送のための交通の確保、緊急輸送活動 

（新設） 

 

 

 

第１ 被災地域等への流入抑制及び交通規制の実施 建設部、茅ケ崎警察署 

１ 警察 

（略） 

また、緊急交通路等において、車両その他の物件が、緊急通行車両の通行の妨

害となることにより、応急対策活動の実施に著しい支障を生じるおそれがあると

きは、道路管理者の協力を得て、必要に応じ、当該車両その他の物件を道路外へ

移動させる等の措置命令を行います。 

（略） 

第７ 緊急通行車両の確認手続き 財務部 

２ 緊急通行車両の確認 

（略） 

(1) 事前届出手続き 

市は、応急対策活動を迅速に行うため、応急対策活動のために使用する予定の

車両について、あらかじめ県公安委員会（県警察本部）に事前届出を行い、緊急

通行車両事前届出済証の交付を受けておくものとします。 

(2) 交付手続き 

災害が発生し、災害対策に車両を使用する必要が生じたときは、上記の事前届

出済の車両については、直ちに市が確認証明書を警察または交通検問所に提出

し、標章の交付を受け、各該当車両に掲示するものとします。 

（略） 

第８ ヘリコプターによる緊急輸送手段の確保 総括・情報班、広域連携班 

（略） 

また、救急患者、医師その他救急活動に必要な人員及び緊急物資の輸送に際し、

特に緊急を要する場合は、ヘリコプターによる輸送を県、陸上自衛隊等防災関係

機関に要請し、緊急時の輸送手段の確保に努めます。 

 Ｐ１３６ 
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第５章 災害時の応急対策活動+ 

第１３節 ライフライン等の応急復旧活動 

２次災害を防止し、被災者の日常生活を確保するため、ライフライン事業者は、

災害時における活動体制を確立するとともに、被害状況を踏まえ、行政機関等と

連携を図りながら応急対策を実施します。 

なお、ライフライン施設の復旧に当たっては、防災関係機関、医療施設、福祉

施設、避難施設などの施設を優先的に実施します。 

第１ 上水道施設 県企業庁茅ケ崎水道営業所 

（略） 

(2) 臨時給水栓の貸与 

避難所に近い公設消火栓に設置する臨時給水栓を市に貸与します。 

(3) 給水管の復旧 

避難所、病院、学校、その他の公共施設等から順次量水器（上流側）まで、水

道営業所が復旧します。 

（略） 

第６ 通信サービス 東日本電信電話(株)神奈川事業部 

（略） 

(1) 通信の利用制限 

災害等が発生し、通信のふくそうが発生した場合は、重要通信を確保するため、

一般加入電話は通信の利用制限等の措置を行います。 

（略） 

(3) 公衆電話の臨時措置 

（略） 

イ 指定する避難所に、被災者が利用する災害時用公衆電話（特設公衆電話）の

設置に努めます。 

（略） 

(4) 安否確認サービスの提供 

 災害発生により著しく通信のふくそうが発生した場合は、安否等の情報を円滑

に伝達できるよう、電話網による災害用伝言ダイヤル「１７１」やインターネッ

ト網による災害用伝言板「ｗｅｂ１７１」等を速やかに提供します。 

（略） 

３ 広報 

第５章 災害時の応急対策活動 

第１３節 ライフライン等の応急復旧活動 

（新設） 

 

 

 

 

第１ 上水道施設 県企業庁茅ケ崎水道営業所 

（略） 

(2) 臨時給水栓の貸与 

避難場所に近い公設消火栓に設置する臨時給水栓を市に貸与します。 

(3) 給水管の復旧 

公共避難場所、病院、学校、その他の公共施設等から順次量水器（上流側）ま

で、水道営業所が復旧します。 

（略） 

第６ 電話（通信）施設 東日本電信電話(株)神奈川事業部 

（略） 

(1) 通信の利用制限 

災害等が発生し、著しい通話のふくそうが発生した場合は、重要通信を確保す

るため、規定に基づき通話の利用制限等の措置を行います。 

（略） 

(3) 公衆電話の臨時措置 

（略） 

イ 指定する避難場所に、被災者が利用する特設公衆電話の設置に努めます。 

 

（略） 

(4) 災害用伝言ダイヤル「１７１」等の提供 

 災害発生により著しく通信のふくそうが発生した場合は、安否等の情報を円滑

に伝達できる災害用伝言ダイヤル「１７１」等を速やかに提供します。 

 

（略） 

３ 広報 
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災害発生時の応急復旧状況をテレビ・ラジオ、新聞等の報道機関を通じて広報

を行うほか、ホームページ等にて周知を行います。 

（略） 

災害発生時の応急復旧状況をテレビ・ラジオ、新聞等の報道機関を通じて広報

を行うほか、必要に応じてパソコン通信、支店前掲示等により周知を行います。 

（略） 

 

第５章 災害時の応急対策活動 

第１４節 燃料対策 

災害応急対策を迅速かつ円滑に実施するため、燃料の不足が懸念される場合

は、国県及び災害協定先等に要請し燃料供給体制を整えることで、災害応急対策

の実施体制を確保します。 

なお、燃料の供給にあたっては、防災関係機関、医療施設、福祉施設、避難施

設などの施設に優先的に供給します。 

（略） 

Ｐ１４１ 

第５章 災害時の応急対策活動 

第１４節 燃料対策 

（新設） 

 

 

 

 

（略） 

 

第５章 災害時の応急対策活動 

第１５節 警備・救助対策 

様々な社会的混乱や道路交通の混乱から市民の生命、身体及び財産を保護する

とともに、各種犯罪を未然に防止し、取締り及び交通秩序を維持するため、陸上

及び海上における警備・救助体制を早期に確立し、人命の安全を第一とした迅速

かつ的確な災害応急対策を実施することで、治安の維持を図ります。 

第１ 陸上における警備・救助対策 茅ケ崎警察署 

警察は、各種の応急対策活動に必要な装備資機材の整備、災害警備訓練の実施、

防災関係機関との連携強化等の推進を図り、警備体制を一層強化するとともに大

災害が発生した場合には、警備体制を早期に確立し、警察の総力を挙げて人命の

安全を第一とした迅速、的確な応急対策活動を実施することにより、管内住民の

生命、身体及び財産の保護、交通秩序の維持、各種犯罪の予防検挙その他公共の

安全と秩序を維持して、被災地における治安の万全を期します。 

１ 警備体制の確立 

(1) 警察は、大災害が発生した場合には、茅ケ崎警察署に警察署長を長とする茅

ケ崎警察署警備本部を設置して指揮体制を確立するとともに、市の災害対策本

部は、必要により相互に所要の要員を派遣し、協力・連絡体制を強化します。 

 

（略） 

Ｐ１４２ 

第５章 災害時の応急対策活動 

第１５節 警備・救助対策 

（新設） 

 

 

 

第１ 陸上における警備・救助対策 茅ケ崎警察署 

警察は、各種の応急対策活動に必要な装備資機材の整備、災害警備訓練の強化、

防災関係機関との連携強化等の推進を図り、警備体制を一層強化するとともに大

災害が発生した場合には、警備体制を早期に確立し、警察の総力を挙げて人命の

安全を第一とした迅速、的確な応急対策活動を実施することにより、管内住民の

生命、身体及び財産の保護、交通秩序の維持、各種犯罪の予防検挙その他公共の

安全と秩序を維持して、被災地における治安の万全を期します。 

１ 警備体制の確立 

(1) 警察は、大災害が発生した場合には、茅ヶ崎警察署に警察署長を警備本部長

とする茅ヶ崎警察署警備本部を設置して指揮体制を確立するとともに、市の災

害対策本部は、必要により相互に所要の要員を派遣し、協力・連絡体制を強化

します。 

（略） 
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第５章 災害時の応急対策活動 

第１６節 広域応援・受援活動 

甚大な被害が発生し地域全体の防災力では対応が困難な場合、広域応援部隊や

他自治体等へ応援を要請するとともに、各種応援の受入体制を整えることで、迅

速かつ的確な災害応急対策の実施体制を構築します。 

第１ 行政機関等に対する応援要請 総括・情報班、広域連携班、企画部、湘

南地域県政総合センター 

１ 行政機関に対する応援要請 

 

 市は、災害応急対策を実施するために必要があると認めるときには、次の方法

により他の行政機関に応援等を要請します。 

(1) 災害対策基本法第６８条に基づく県知事に対する応援又は災害応急対策の

実施要請 

(2) 災害対策基本法第６７条に基づく他の市町村長に対する応援要請 

(3) その他災害時相互応援協定に基づく応援要請 

２ 応援要請の手続き 

市は、行政機関に対し応援要請を行うときは、協定等の定めに従い、必要物資、

資機材、人員等の派遣を要請します。 

なお、市は、応援を要請する際には、次の事項を明らかにし、原則として文書

により応援を要請します。 

(1) 被害の状況 

(2) 応援の種類 

(3) 応援場所及び応援場所への経路 

(4) 応援の期間 

(5) その他応援に必要な事項 

（略） 

第２ 職員の派遣要請 総括・情報班、広域連携班、総務部 

１ 指定地方行政機関の長又は指定公共機関に対する職員の派遣要請等 

(1) 職員の派遣要請 

市は、災害対策基本法第２９条第２項に基づき、指定地方行政機関の長又は指

定公共機関（内閣総理大臣が指定する「特定公共機関」に限る。）に対し、必要

Ｐ１４４ 

第５章 災害時の応急対策活動 

第１６節 広域応援・受援活動 

（新設） 

 

 

第１ 広域的な応援要請 総括・情報班、広域連携班、湘南地域県政総合セン

ター 

１ 災害時における神奈川県内の市町村の相互応援に関する協定等に基づく応

援要請 

市は、応急措置を実施するために必要があると認められるときには、他市町村

長に対して応援要請を行い、もしくは知事に対して応援の調整または応急措置の

実施を要請します。 

また県は、他市町村へ応援を要請するにあたり、地域県政総合センター単位の

地域ブロック内及び地域ブロック相互間における市町村間の相互応援の調整を

行います。 

２ 相互応援協定等に基づく応援要請 

市は、災害時の各種相互応援協定等に基づく応援要請を行うときは、その協定

等の定めに従い、必要物資、資機材、人員等の派遣を要請します。 

なお、市は、応援を要請する際には、必要な事項を明らかにし、原則として文

書により応援を要請します。 

(1) 被害の状況 

(2) 応援の種類 

(3) 応援場所及び応援場所への経路 

(4) 応援の期間 

(5) その他応援に必要な事項 

（略） 

４ 国等への応援要請 

市は、応急措置を実施するために必要があると認められるときには、国等に対

して、災害対策基本法、関係法令等に基づく応援要請を行います。 
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に応じて当該指定地方行政機関又は指定公共機関の職員の派遣を要請します。 

また、県知事に対し、必要に応じて同法第３０条第１項に基づき、指定地方行

政機関又は特定公共機関の職員の派遣についてあっせんを求めます。 

(2) 職員の派遣要請手続き 

 市本部長は、指定地方行政機関の長又は指定公共機関に対して、職員の派遣を

要請するときは、災害対策基本法施行令第１５条に基づき、次に掲げる事項を記

載した文書をもって行います。 

ア 派遣を要請する理由 

イ 派遣を要請する職員の職種別人員数 

ウ 派遣を必要とする期間 

エ 派遣される職員の給与その他の勤務条件 

オ その他、職員の派遣について必要な事項 

２ 県知事に対する職員の派遣のあっせん要請 

(1) 職員の派遣のあっせん要請 

市は、県知事に対し、必要に応じて災害対策基本法第３０条第２項、地方自治

法第２５２条の１７に基づき、他の地方公共団体の職員の派遣についてあっせん

を求めます。 

(2) 職員の派遣のあっせん要請手続き 

市は、県知事に対し、職員の派遣のあっせんを求めるときは、災害対策基本法

施行令第１６条に基づき、次に掲げる事項を記載した文書をもって行います。 

ア 派遣のあっせんを求める理由 

イ 派遣のあっせんを求める職員の職種別人員数 

ウ 派遣を必要とする期間 

エ 派遣される職員の給与その他の勤務条件 

オ その他、職員の派遣のあっせんについて必要な事項 

３ 被災市区町村応援職員確保システムに基づく職員の派遣 

 本システムは、被災市区町村応援職員確保システムに関する要綱及び災害マネ

ジメント総括支援員の登録に関する要綱に基づき、大規模災害発生時に全国の地

方公共団体の人的資源を最大限に活用して被災市区町村の災害対応業務や災害

マネジメントを支援するための全国一元的な応援職員の派遣の仕組みです。この

運用に当たっては、本システムにおける関係機関である、地方公共団体、地方三

団体、指定都市市長会、内閣府及び消防庁と総務省とが協力して実施します。 
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(1) 災害対応業務の応援職員の派遣 

  避難所運営やり災証明書の交付等の災害対応業務を支援するため、被災市区

町村ごとに原則として１対１で割り当てられた都道府県又は指定都市（以下

「対口支援団体」という。）が応援職員を派遣します。対口支援団体は、対口

支援を行う被災市区町村の応援職員に関するニーズ等を把握しながら、それを

踏まえた応援職員の派遣等の支援を継続的に行うこととなっています。 

(2) 災害マネジメント総括支援員の派遣 

  災害マネジメント総括支援員は、総務省が平常時において地方公共団体から

の推薦を受けて登録された者で、被災市区町村の長への助言、幹部職員との調

整、被災都道府県をはじめとする関係機関及び総務省との連携等を通じて、被

災市区町村が行う災害マネジメントを総括的に支援することを役割としてい

ます。 

第３ 広域応援の受入れ 総括・情報班、広域連携班 

（略） 

第４ 自衛隊に対する災害派遣要請 総括・情報班 

市は、応急措置を実施するため必要があると認めるときは、災害対策基本法第

６８条の２に基づき、県に対して自衛隊法第８３条第１項による自衛隊の派遣要

請を求めます。 

（略） 

第５ 自衛隊の受入れ 総括・情報班、広域連携班 

（略） 

３ 自衛隊の連絡先  

区分 連絡先（窓口） 所在地 県防災行政通信網番号 

陸上自

衛隊 

（略） （略） （略） 

東部方面混成団訓練科 
（略） 

内線４４８ 

（略） 

（略） （略） （略）     （略） 

（略） 

第６ 警察災害派遣隊の要請及び受入れ 総括・情報班、茅ケ崎警察署 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 広域応援の受け入れ 総括・情報班、広域連携班 

（略） 

第３ 自衛隊に対する災害派遣要請 総括・情報班 

市は、応急措置を実施するため必要があると認めるときは、県に対して自衛隊

の派遣要請を求めます。 

 

（略） 

第４ 自衛隊の受け入れ 総括・情報班、広域連携班 

（略） 

３ 自衛隊の連絡先  

区分 連絡先（窓口） 所在地 県防災行政通信網番号 

陸上自

衛隊 

（略） （略） （略） 

第３１普通科連隊本部第３科 
（略） 

内線６３０ 

（略） 

（略） （略） （略） （略） 

（略） 

第５ 警察災害派遣隊の要請及び受け入れ 総括・情報班、茅ケ崎警察署 

（略） 



 

47 

新 旧 

第７ 消防広域応援の要請及び受入れ 総括・情報班、消防部 

（略） 

第８ ＤＭＡＴの要請及び受入れ 保健医療対策班 

（略） 

第９ 緊急災害対策派遣隊、情報連絡員の要請及び受入れ 総括・情報班、京

浜河川事務所、横浜国道事務所 

（略） 

 
（略） 

第１０ 気象庁防災対応支援チーム（ＪＥＴＴ）の派遣 横浜地方気象台 

気象庁は、大規模災害発生時、市町村の災害対策本部等へ気象庁防災対応支援

チーム（ＪＥＴＴ）として気象庁職員を派遣します。 

現場のニーズや各機関の活動状況を踏まえ、気象等の細かな解説を行い、市や

防災関係機関の防災対応を支援します。 

なお、緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）の一員として活動します。 

第６ 消防広域応援の要請及び受け入れ 総括・情報班、消防部 

（略） 

第７ ＤＭＡＴの要請及び受け入れ 保健医療対策班 

（略） 

第８ 緊急災害対策派遣隊、情報連絡員の要請及び受け入れ 総括・情報班、

京浜河川事務所、横浜国道事務所 

（略） 

 
 

（略） 

（新設） 
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第５章 災害時の応急対策活動 

第１７節 ボランティア活動 

災害に伴う被災者の様々な支援ニーズに対応するため、災害ボランティアの受

入・活動体制を整えるとともに、被災者のニーズや支援活動の全体像を把握し、

関係団体と情報共有を図りながら連携のとれた支援活動を展開することにより、

市民生活の早期回復を図ります。 

（略） 

第６ 関係者による情報共有会議の開催 統括調整部、社会福祉協議会 

 市及び社会福祉協議会は、地域で活動するＮＰＯ・ボランティア（中間支援組

織を含む）等と、情報を共有する場を設け、被災者のニーズや支援活動の全体像

を把握し、団体間で連携のとれた支援活動を展開するよう努めます。 

Ｐ１４４ 

第５章 災害時の応急対策活動 

第１７節 ボランティア活動 

（新設） 

 

 

 

（略） 

（新設） 

 

第５章 災害時の応急対策活動 

第１８節 災害廃棄物等の除去及び処理 

住民の健康への配慮や安全の確保、衛生や環境面での安全・安心のため、被害

状況や災害廃棄物の発生状況等を継続的に把握するとともに、仮置場の確保や既

存処理施設における災害廃棄物の受入れ等の廃棄物処理体制、事業者との連携や

広域的な処理を含めた関係機関との連携協力体制を構築し、災害廃棄物を適正か

つ円滑・迅速に処理することにより、生活環境の悪化防止を図ります。 

（略） 

第２ 災害廃棄物の処理 衛生・災害廃棄物対策班、環境部 

（略） 

５ 市は、災害廃棄物の分別・排出方法に関する情報について、市民に周知を行

います。 

第３ ごみ及びし尿等の処理 衛生・災害廃棄物対策班、環境部 

県及び市は連携してごみ処理施設及びし尿処理施設の被災状況を把握すると

ともに、し尿収集対象者やごみの発生量を推計し、応急体制の確保を図り、適切

な収集・処理に努めます。 

１ ごみ処理施設、し尿処理施設の被災状況の把握 

市は、災害発生後速やかにごみ処理施設の被災状況を把握し、県へ報告を行い

ます。また、し尿処理施設については、寒川町と連携し、被災状況の把握に努め

Ｐ１４９ 

第５章 災害時の応急対策活動 

第１８節 災害廃棄物等の除去及び処理 

（新設） 

 

 

 

 

（略） 

第２ 災害廃棄物の処理 衛生・災害廃棄物対策班、環境部 

（略） 

（新設） 

 

（新設）※第５章第８節から移動 
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ます。 

２ し尿処理施設の管理等 

施設破損や停電、給排水設備、脱臭設備損傷等により、し尿処理が不能な場合、

直ちに損傷程度を確認し、修繕手配等は寒川町が実施します。 

また、市は、施設の復旧作業中は、し尿の施設での保管が可能かどうか判断し、

不可能な場合は近隣施設、他市町村へ搬入及び処理について協力を要請します。 

３ し尿及びごみ処理 

(1) 市は、被災状況から、し尿収集量やごみの発生量を推計し、通常時のし尿や

ごみの収集・処理体制に基づき、収集体制の確保を図ります。 

(2) 市は、し尿やごみの収集・処理業務の増大により、収集車両や人員、処理施

設の能力が不足する場合、処理施設が倒壊又は稼働不能な場合等は、県への支

援を要請します。 

４ 資源物の分別 

市は、環境を考慮した分別回収を実施するとともに、速やかに資源物の受入れ

が図れるよう、寒川広域リサイクルセンターへの搬入について寒川町と連携した

対応を図ります。 

 

第５章 災害時の応急対策活動 

第１９節 災害救助法関係 

災害による被災者を救助するため、関係機関との連携・協力のもと応急的に必

要な支援等を実施することにより、被災者の保護と社会の秩序の保全を図りま

す。 

（略） 

Ｐ１５１ 

第５章 災害時の応急対策活動 

第１９節 災害救助法関係 

（新設） 

 

 

（略） 

 

第６章 復旧・復興対策 

第２節 被災状況の調査 

第１ 復興に関する調査 企画部、財務部、市民安全部、経済部、都市部、建

設部、下水道河川部、消防部 

（略） 

２ 復興計画の作成及び復興計画を実施するための調査 

（略） 

(2) 生活再建支援等に係わる調査 

Ｐ１５６ 

第６章 復旧・復興対策 

第２節 被災状況の調査 

第１ 復興に関する調査 企画部、財務部、市民安全部、経済部、都市部、建

設部、下水道河川部、消防部 

（略） 

２ 復興計画の作成及び復興計画を実施するための調査 

（略） 

(2) 生活再建支援に係わる調査 
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（略） 

イ 死亡者数、負傷者数及び行方不明者数等に関する調査の実施 

市は、応急対策として行う遺体捜索結果等から死亡者数、災害による負傷者数

や負傷の内容についても調査し把握します。 

なお、災害による負傷の悪化又は避難生活等における身体的負担による疾病に

より死亡し、災害弔慰金の支給等に関する法律に基づき災害原因で死亡したもの

と認められたものについては、災害関連死とし、その数を把握するとともに、死

者数の報告の際は、内数として災害関連死の数を報告します。 

（略） 

第２ り災証明書等の交付 財務部、消防部 

 市は、市域で災害が発生した場合、災害救助法や被災者生活再建支援法等に基

づく被災者支援策や市税の減免等を実施するにあたり必要とされる住家等の被

害程度について、災害対策基本法第９０条の２に基づき、被災者からの申請に基

づき、住家の被害状況を調査し、被害の程度を証明する書面としてり災証明書の

交付を行います。 

１ 証明の範囲  

（略） 

４ り災証明書の交付 

（略） 

(1) 建物等の被害調査 

市は、建物等の被害調査を計画し、調査員を確保し、被災地域の写真の撮影及

び目視・聞取り調査を実施します。 

 住家等の被害の程度を調査する際、発災前後の航空写真等が入手でき、これら

を活用することが調査の効率化・迅速化に資すると判断される場合には、当該航

空写真等を活用して判定することを考えます。 

 また、調査対象とする地域の設定、現地調査を行う又は行わない地域の設定、

現地調査を行う地域の順番の決定等、被害認定調査の方針を決める際に、応急危

険度判定の判定実施計画や判定結果を活用することも考えます。 

（略） 

（略） 

イ 死亡者数、負傷者数及び行方不明者数等に関する調査の実施 

市は、応急対策として行う遺体捜索結果等から死亡者数、災害による負傷者数

や負傷の内容についても調査し把握します。 

（新設） 

 

 

 

（略） 

第２ り災証明書等の交付 財務部、消防部 

（新設） 

 

 

 

 

１ 証明の範囲 

（略） 

４ り災証明書の交付 

（略） 

 (1) 建物等の被害調査 

市は、建物等の被害調査を計画し、調査員を確保し、被災地域の写真の撮影及

び目視・聞取り調査を実施します。 

（新設） 

 

 

 

 

 

（略） 

 

第６章 復旧・復興対策 

第３節 生活再建支援対策 

Ｐ１５９ 

第６章 復旧・復興対策 

第３節 生活再建支援対策 
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第４ 生活再建支援策 各項目参照 

（略） 

２ 一般の生活再建支援策 

（略） 

(2) 被災者の経済的再建支援 財務部、福祉部、会計部、市社会福祉協議会 

（略） 

オ 義援金の受入れ及び配分 

(ｱ) 特定義援金の受入れ 

市は、本市を特定して寄託された義援金（以下「特定義援金」という。）につ

いては、適切な方法により一時的に保管します。 

また、特定義援金の寄託を受けた場合は、原則として寄託者に受領証を発行す

るとともに、その記録、整理を行います。 

 

(ｲ) その他の義援金の受入れ及び配分 

（略） 

第４ 生活再建支援策 各項目参照 

（略） 

２ 一般の生活再建支援策 

（略） 

(2) 被災者の経済的再建支援 財務部、福祉部、会計部、市社会福祉協議会 

（略） 

オ 義援金の受け入れ及び配分 

(ｱ) 特定義援金の受け入れ 

茅ヶ崎市または茅ヶ崎市長等、本市を特定して寄託された義援金（以下「特定

義援金」という。）については、財務部及び会計班が受け入れ、状況に応じて適

切な方法により一時的に保管します。 

また、特定義援金の寄託を受けた場合は、原則として寄託者に受領証を発行す

るとともに、その記録、整理を行います。 

(ｲ) その他の義援金の受け入れ 

（略） 

 

第６章 復旧・復興対策 

第４節 復興対策 

第４ 都市基盤施設等の復旧・復興 企画部、経済部、文化生涯学習部、環境

部、都市部、建設部、下水道河川部、教育部、京浜河川事務所、横浜国道事

務所、藤沢土木事務所、茅ケ崎水道営業所、東日本旅客鉄道(株)横浜支社、

東日本電信電話(株)、東京電力パワーグリッド(株)、東京ガス(株) 

（略） 

１ 被災施設の復旧等 

(1) 市は、あらかじめ定めた応援協定等を活用し、市管理の公共施設及び文化財

の復旧に努めます。また、被災施設の復旧に当たっては、可能な限り早期の応

急復旧に努めます。 

（略） 

２ 応急復旧後の本格復旧・復興 

（略） 

(7) 社会教育施設、文化財等 

 市は、被災施設の再建を行うとともに、収蔵品の保管場所の確保、破損した収

Ｐ１６４ 

第６章 復旧・復興対策 

第４節 復興対策 

第４ 都市基盤施設の復旧・復興 企画部、経済部、環境部、都市部、建設部、

下水道河川部、京浜河川事務所、横浜国道事務所、藤沢土木事務所、茅ケ崎

水道営業所、東日本旅客鉄道(株)横浜支社、東日本電信電話(株)、東京電力

パワーグリッド(株)、東京ガス(株) 

（略） 

１ 被災施設の復旧等 

(1) 市は、あらかじめ定めた応援協定等を活用し、市管理の公共施設の復旧に努

めます。また、被災施設の復旧に当たっては、可能な限り早期の応急復旧に努

めます。 

（略） 

２ 応急復旧後の本格復旧・復興 

（略） 

（新規） 
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蔵品の補修に取り組みます。また、被災した文化財についても、文化財の所有者

や管理者と連携し破損、劣化、散逸を防止し、復旧対策を推進します。 

（略） 

 

 

（略） 

 

第８章 南海トラフ地震防災対策推進計画 

第１節 被災状況の調査 

第１ 推進計画の目的 

 この計画は、南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法

（平成１４年法律第９２号。以下「法」という。）第５条第２項の規定に基づき、

南海トラフ地震防災対策推進地域について、南海トラフ地震に関し地震防災上緊

急に整備すべき施設等の整備に関する事項、南海トラフ地震に伴い発生する津波

からの防護、円滑な避難の確保及び迅速な救助に関する事項、南海トラフ地震に

おける時間差発生等への対応として後発地震へ備える観点から必要な事項等を

定め、当該地域における地震防災対策の推進を図ることを目的とします。 

（略） 

第３ 地域指定 

本市は、法第３条第１項の規定に基づく南海トラフ地震防災対策推進地域及び

法第１０条第１項の規定に基づく南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域に

指定されています。 

県内では、南海トラフ地震防災対策推進地域に２７市町が、南海トラフ地震津

波避難対策特別強化地域に１３市町が指定されています。 

（略） 

■ 南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域の指定（出典 内閣府資料） 

（略） 

※県内の指定市町：横須賀市、平塚市、鎌倉市、藤沢市、小田原市、茅ヶ崎市、

逗子市、三浦市、葉山町、大磯町、二宮町、真鶴町、湯河原町（１３市町） 

第４ 南海トラフ地震により想定される被害の概要 

（略） 

１ 南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループによる本市の被害想定 

（略） 

２ 神奈川県地震被害想定調査報告書の南海トラフ巨大地震による本市の被害

想定 

Ｐ１９３ 

第８章 南海トラフ地震防災対策推進計画 

第１節 総則 

第１ 推進計画の目的 

この計画は、南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法

（平成１４年法律第９２号。以下「法」という。）第５条第２項の規定に基づき、

南海トラフ地震防災対策推進地域について、南海トラフ地震に伴い発生する津波

からの防護、円滑な避難の確保及び迅速な救助に関する事項、南海トラフ地震に

関し地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備に関する事項等を定め、当該地域

における地震防災対策の推進を図ることを目的とします。 

 

（略） 

第３ 地域指定 

本市は、法第３条第１項の規定に基づく南海トラフ地震防災対策推進地域及び

南海トラフ地震津波避難特別強化地域に指定されています。 

 

県内では、南海トラフ地震防災対策推進地域に２７市町が、南海トラフ地震津

波避難特別強化地域に１３市町が指定されています。 

（略） 

■ 南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域の指定（出典 内閣府資料） 

（略） 

 

 

第４ 南海トラフ地震により想定される被害の概要 

（略） 

１ 南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループによる被害想定 

（略） 

２ 神奈川県地震被害想定調査報告書の南海トラフ巨大地震による被害想定 
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（略） （略） 

 

第８章 南海トラフ地震防災対策推進計画 

第２節 地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備計画 

（略） ※第４節から移動 

Ｐ１９５ 

第８章 南海トラフ地震防災対策推進計画 

第２節 関係者との連携協力の確保 

（略） ※第４節へ移動 

 

第８章 南海トラフ地震防災対策推進計画 

第３節 津波からの防護、円滑な避難の確保及び迅速な救助に関する事項 

（略） 

第６ 上下水道、電気、ガス、通信関係 

（略） 

Ｐ１９６ 

第８章 南海トラフ地震防災対策推進計画 

第３節 津波からの防護、円滑な避難の確保及び迅速な救助に関する事項 

（略） 

第６ 水道、電気、ガス、通信関係 

（略） 

 

第８章 南海トラフ地震防災対策推進計画 

第４節 関係者との連携協力の確保 

（略） ※第２節から移動 

Ｐ１９７ 

第８章 南海トラフ地震防災対策推進計画 

第４節 地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備計画 

（略） ※第２節へ移動 

第８章 南海トラフ地震防災対策推進計画 

第５節 時間差発生等における円滑な避難の確保等に関する事項 

南海トラフ沿いでは、１８５４年には安政東海地震と安政南海地震が約３２時

間の間隔を置いて発生し、１９４４年の東南海地震の発生後には、約２年間の間

隔を置いて１９４６年に南海地震が発生するなど、東側と西側の領域でマグニチ

ュード（以下「Ｍ」という。）８以上の地震が時間差で発生しています。 

このため、南海トラフ地震の想定震源域の西側で大地震が発生した後、時間差

を置いて再び大きな揺れ・津波が生じる場合を想定し、以下のとおり時間差発生

に備えた対策に取り組みます。 

なお、南海トラフ地震の想定震源域内で地震が発生し、市内で震度５弱以上が

観測された場合については、「第５章 災害時の応急対策活動」及び「第８章 南

海トラフ地震防災対策推進計画 第３節 津波からの防護、円滑な避難の確保及び

迅速な救助に関する事項」に基づき、応急対策活動を実施します。 

第１ 南海トラフ地震に関連する情報の発表 

１ 南海トラフ地震に関連する情報及び発表条件 

南海トラフ地震の想定震源域及びその周辺でＭ６．８程度以上の地震が発生し

た場合、又はプレート境界面で通常とは異なるゆっくりすべり（ひずみ計等で有

（新設） 
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意な変化として捉えられる、短い期間にプレート境界の固着状態が明らかに変化

しているような通常とは異なる現象）等が発生した場合、気象庁は、大規模地震

発生との関連性について調査を開始するとともに、「南海トラフ沿いの地震に関

する評価検討会」での評価を踏まえ、その調査結果等を発表します。この際に、

気象庁により「南海トラフ地震臨時情報」「南海トラフ地震関連解説情報」が発

表されます。 

これらの情報の発表条件は次のとおりです。 

名称 発表条件 

南海トラフ地震

臨時情報 

○南海トラフ沿いで異常な現象※が観測され、その現象が南海

トラフ沿いの大規模な地震と関連するかどうか調査を開始し

た場合、又は調査を継続している場合 

○観測された異常な現象の調査結果を発表する場合 

南海トラフ地震

関連解説情報 

○観測された異常な現象※の調査結果を発表した後の状況等を

発表する場合 

○「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」の定例会合に

おける調査結果を発表する場合（ただし臨時情報を発表する

場合は除く） 

※南海トラフ地震の想定震源域及びその周辺で発生したＭ６．８程度以上の地震、

又はプレート境界面で通常とは異なるゆっくりすべり等 

なお、「南海トラフ地震臨時情報」については、次のとおり括弧内にキーワー

ドを付記して発表されます。 

名称 発表条件及び発表内容 

南海トラフ地

震臨時情報（調

査中） 

観測された異常な現象が南海トラフ沿いの大規模な地震と関連

するかどうか調査を開始した場合、又は調査を継続している場合

に発表される南海トラフ地震臨時情報 

南海トラフ地

震臨時情報（巨

大地震警戒） 

南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界でＭ８．０以上の

地震が発生したと評価が出された場合に、後発地震※の発生の可

能性が平常時と比べて相対的に高まっている旨を示す南海トラ

フ地震臨時情報 

南海トラフ地 南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界でＭ７．０以上Ｍ
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震臨時情報（巨

大地震注意） 

８．０未満、又はプレート境界以外や想定震源域の海溝軸外側５

０km程度までの範囲でＭ７．０以上の地震（ただし、太平洋プレ

ートの沈み込みに伴う震源が深い地震は除く）が発生、もしくは、

南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界面で通常と異な

るゆっくりすべりが観測されたと評価した場合に、後発地震の発

生の可能性が平常時と比べて相対的に高まっている旨を示す南

海トラフ地震臨時情報 

南海トラフ地

震臨時情報（調

査終了） 

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）及び南海トラフ地震臨

時情報（巨大地震注意）のいずれの発表条件も満たさなかった場

合に、その旨を示す南海トラフ地震臨時情報 

※異常な現象の観測後、発生する可能性が平常時に比べて相対的に高まったと評価

される南海トラフ地震（以下同様）。 

■ 南海トラフ地震の想定震源域 

及び海溝軸外側５０㎞程度ま 

での範囲（出典：内閣府資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 時間差発生に備えた防災対応の基本的な考え方 

地震発生時期等の確度の高い予測は困難であり、完全に安全な防災対応を実施

することは現実的に困難です。そのため、地震発生可能性と防災対応の実施によ

る日常生活・企業活動への影響のバランスを考慮しつつ、「より安全な防災行動

を選択」するという考え方のもと、防災対応を行います。 

１ 南海トラフ地震臨時情報の内容に応じた防災対応 

市及び防災関係機関は、気象庁が南海トラフ地震臨時情報（調査中）、南海ト

ラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）

を発表した場合、後発地震の発生等に備え、次のとおり災害応急対策を実施しま
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す。 

(1) 南海トラフ地震臨時情報（調査中）が発表された場合 

市及び防災関係機関は、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）の発表に備

えた準備行動をとることとし、市は、第３の定めるところにより対応するものと

します。 

(2) 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表された場合 

後発地震に備え、１週間、明らかに被災するリスクが高い事項については回避

する防災対応（巨大地震警戒対応）をとり、社会全体としては後発地震に備えつ

つ通常の社会活動をできるだけ維持することとします。 

巨大地震警戒対応は、次に掲げる事項等とし、市及び防災関係機関は、第４の

定めるところにより対応するものとします。 

・後発地震が発生してからでは避難が間に合わないおそれがある市民等の避難 

 及び施設等の従業員・利用者等の安全確保 

・日頃からの地震の備えの再確認（家具等の固定、避難場所・避難経路の確認、

家族等との安否確認手段の取決め、家庭等における備蓄の確認 等） 

・行政機関、企業等における情報収集・連絡体制の確認及び施設・設備等の点検 

(3) 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）が発表された場合 

後発地震に備え、日頃からの地震への備えを再確認する等警戒レベルを上げる

ことを中心とした防災対応（巨大地震注意対応）とることとします。 

巨大地震注意対応は、次に掲げる事項等とし、市及び防災関係機関は、第５の

定めるところにより対応するものとします。 

・日頃からの地震の備えの再確認（家具等の固定、避難場所・避難経路の確認、

家族等との安否確認手段の取決め、家庭等における備蓄の確認 等） 

・行政機関、企業等における情報収集・連絡体制の確認及び施設・設備等の点検 

２ 関係機関による相互連携 

市及び防災関係機関は、後発地震に対して警戒する措置及び注意する措置の実

施に当たり、相互に情報共有を図るとともに、密接な連携をとりながら、実態に

即応した効果的な措置の実施に努めます。 

第３ 南海トラフ地震臨時情報（調査中）が発表された場合における災害応

急対策に係る措置に関する事項 

１ 南海トラフ地震臨時情報（調査中）の発表 

気象庁は、南海トラフ地震の想定震源域及びその周辺でＭ６．８程度以上の地
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震が発生、又はプレート境界面で通常とは異なるゆっくりすべり等が観測された

際は、南海トラフ地震との関連性について調査を開始する旨を南海トラフ地震臨

時情報（調査中）として発表します。 

その後、気象庁は、有識者からなる「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討

会」を開催し、発生した現象について評価を行い、その評価結果を南海トラフ地

震臨時情報（巨大地震警戒、巨大地震注意又は調査終了）として発表します。 

２ 茅ヶ崎市危機管理対策検討会議の開催 

 市は、気象庁が南海トラフ地震臨時情報（調査中）を発表した場合、茅ヶ崎市

危機管理対策検討会議（南海トラフ地震臨時情報（調査中）の発表前に、市内で

発生した地震や相模湾・三浦半島に発表された津波警報等に基づき、災害対策本

部が設置されている場合は、本部員会議）を開催し、発表情報及び今後の対応に

ついて伝達・確認し、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表された場

合に備えた準備行動をとるとともに、関係機関等との情報受伝達体制の確保を図

ります。 

 なお、勤務時間外及び休日に南海トラフ地震臨時情報（調査中）が発表された

場合は、対応に係る職員は緊急参集します。 

第４ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等が発表された場合におけ

る災害応急対策に係る措置に関する事項 

１ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等の発表 

気象庁は、南海トラフ地震の想定震源域内のプレート境界においてＭ８．０以

上の地震が発生した場合、最短２時間程度で南海トラフ地震臨時情報（巨大地震

警戒）を発表します。 

２ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等の伝達 

国は、南海トラフ地震防災対策推進基本計画等に基づき、後発地震に対して警

戒する措置を１週間継続する旨を、都府県を通じて市町村に伝達するとともに、

国民に呼びかけます。 

市は、国からの災害応急対策に係る措置をとるべき旨の通知、南海トラフ地震

臨時情報（巨大地震警戒）の内容その他これらに関連する情報（以下「南海トラ

フ地震臨時情報（巨大地震警戒）等」という。）を庁内で共有するとともに、市

民等及び防災関係機関に対し、防災行政用無線、緊急速報メール、電話、電子メ

ール等、可能な限り多様な伝達手段を用いて、南海トラフ地震臨時情報（巨大地

震警戒）等の内容や具体的にとるべき行動を正確かつ広範に伝達します。 
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また、市は、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等について、状況の変

化等に応じて逐次伝達するために必要な措置を講じるとともに、市民等が正確に

理解できる平明な表現を用い、反復継続して伝達するよう努めます。 

(1) 国による国民への呼びかけ 

国は、次のとおり国民への呼びかけを実施します。 

■国民への呼びかけ（イメージ） 

自治体の避難情報等に注意しつつ、家具の固定等、日頃からの地震の備えを

再確認するとともに、津波の危険性が高い地域のうち避難が間に合わない地域

では、１週間避難を継続するなど身の安全を確保してください。 

(2) 市による市民等への呼びかけ 

市は、防災行政用無線等を通じて、市民等に対して家具の固定、非常用持出袋、

避難場所や避難経路、家族との安否確認方法等の日頃からの地震への備えを再確

認するよう呼びかけます。 

■日頃からの地震への備えを再確認すべき旨の呼びかけ（イメージ） 

平常時と比べ、南海トラフ地震の発生可能性が高まっています。家具の固定、

非常用持出袋、避難場所や避難経路、家族との安否確認方法等の日頃からの地

震への備えを再確認しましょう。 

３ 災害対策本部等の設置等 

市は、南海トラフ地震警戒体制をとることとし、関係職員は緊急参集後、気象

庁、県、防災関係機関からの情報を収集します。 

市は、災害対策本部を設置し、本部員会議を開催することで、南海トラフ地震

臨時情報（巨大地震警戒）等の内容について共有するとともに、当面の活動方針

を決定します。本部員会議での意思決定を補佐するため、統括調整部を開設し、

総括・情報班、避難所対策班、災害時広報対策班、その他必要な班を編成します。 

また、市以外の機関は、その実情に応じ災害対策本部に準じた組織を設置し、

後発地震に備えた体制を整えます。 

４ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等が発表された後の市民等への周

知 

市は、市民等に冷静な対応を呼びかけるとともに、南海トラフ地震臨時情報（巨

大地震警戒）等の内容、交通に関する情報、ライフラインに関する情報、生活関

連情報など、市民等に密接に関係のある事項について周知します。その体制及び
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周知方法については、「第５章 災害時の応急対策 第２節 災害情報の受伝達」

を準用します。 

また、市は、市民等からの問い合わせに対応できるよう、災害時コールセンタ

ーを開設します。 

５ 災害応急対策の実施状況等に関する情報の収集・伝達等 

(1) 対応状況の収集・伝達 

 市は、災害応急対策の実施状況、その他南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警

戒）等が発表された後の状況を具体的に把握するため、各部及び防災関係機関の

対応状況等を、電話、電子メール等により収集します。市は、収集した情報を集

約し、本部員会議で報告するとともに、各避難所のほか、必要に応じて関係機関

に情報提供します。 

(2) 避難状況の収集・報告 

 避難所対策班は、各避難所に配備する職員よりＭＣＡ無線等により次の情報を

収集、集約し、本部員会議で報告するとともに、必要に応じて関係機関に情報提

供します。 

ア 避難者数（避難行動要支援者数を含む） 

イ 避難所の対応状況（避難者のニーズを含む） 

ウ その他必要な事項 

６ 災害応急対策をとるべき期間等 

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が対象とする後発地震に対しては、

その発生可能性と社会的な受忍の限度を踏まえ、南海トラフ沿いの想定震源域内

のプレート境界におけるＭ８．０以上の地震の発生から１週間（対象地震発生か

ら１６８時間経過した以降の正時までの期間、以下同じ。）、警戒する措置をと

るものとします。 

発生から１週間を経過した後は、後発地震に対して警戒する措置は原則解除す

るものとし、さらに１週間（対象地震発生から３３６時間経過した以降の正時ま

での期間、以下同じ。）、後発地震に対して注意する措置をとるものとします。

当該期間を経過した後は、後発地震に対して注意する措置は原則解除するものと

します。 

７ 避難対策等 

 南海トラフ地震の想定震源域の西側のプレート境界においてＭ８．０以上の地

震が発生した場合、相模湾・三浦半島に大津波警報等が発表されることが想定さ
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れます。この場合、市は、津波一時退避場所への避難を呼びかけます。 

大津波警報等が津波注意報に切り替わった後、後発地震に備え、次のとおり避

難対策を講じます。 

(1) 事前避難対象地域の設定 

 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表された場合、後発地震が発生

してからでは、津波の到達までに避難が間に合わないおそれがある地域を、後発

地震に備え１週間避難を継続すべき地域（以下「事前避難対象地域」という。）

とします。南海トラフ地震により発生する津波の浸水想定（下図参照）によれば、

本市の津波浸水想定区域は主に砂浜及び相模川の河川区域であり、津波浸水想定

区域に住居がないため、事前避難対象地域は設定しないこととします。 
■南海トラフ地震により発生する津波の浸水想定（出典：内閣府に設置された「南

海トラフの巨大地震モデル検討会」の「第二次報告」（平成２４年８月）による。） 

 

 

 

 

 

 

 
 

※本市にとって最大の津波高となるケース⑥（「駿河湾～紀伊半島沖」に「大すべり域、分

岐断層」を設定）の津波 
(2) 避難所の開設 

市は、後発地震に備え、個々の状況（土砂災害の危険性、住宅の耐震性等）に

応じて自主的に避難する住民を受入れるため、公立小・中学校を避難所として開

設します。 

(3) 避難所の運営 

 市は、避難所に配備職員を配置し、学校職員、避難者の協力のもと避難所の運

営を行います。 

災害が発生した後の避難と異なり、電気、ガス、上下水道、通信サービス等の

ライフラインは通常どおり稼働し、商業施設等も営業していることが想定される

ことから、避難者は自ら必要なものは自ら確保することとします。 

防災備蓄倉庫及び各避難所に備蓄している食料及び生活用品等は、後発地震が
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発生した際に必要となるものであり、加えて上記のような社会状況も踏まえ、避

難者は、非常用持出品等、１週間を基本とした避難に必要なものをあらかじめ各

自で準備し、生活の中で不足するものは営業を継続している商業施設等で、各自

が購入することとします。 

８ 関係機関のとるべき措置 

 関係機関は、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等が発表された場合、

後発地震に備え、以下のとおり活動します。 

(1) 消防機関等の活動 

 消防機関は、出火及び混乱の防止、津波からの円滑な避難の確保等のため、次

の事項を重点に必要な措置を行います。 

ア 後発地震に備えての消防部隊の編成強化 

イ 津波警報等の収集と伝達体制の確立 

ウ 活動用資機材の確保 

エ 出火防止、初期消火等の広報の実施 

オ 施設、企業等に対し応急計画実施の指示 

カ 危険物取扱施設の対応措置の指示 

キ 迅速な救助・救急のための体制確保  

ク 火災、水災等の防除のための警戒 

ケ 自主防災組織等に対する指導 

(2) 警備対策 

警察は、後発地震の発生に係る市民の危惧、不安等から発生するおそれのある

混乱及び各種の犯罪を防止するため、次の事項を重点に必要な措置を行います。 

ア 正確な情報の収集及び伝達 

イ 不法事案等の予防及び取締り 

ウ 地域防犯団体、警備業者等の行う民間防犯活動に対する指導 

(3) 上下水道、電気、ガス、通信、放送関係 

ア 上水道 

水道事業者は、あらかじめ配水池への貯水量を増加させる等、需要量の増加に

対する給水の確保を図るとともに、飲料水の供給を継続します。 

また、水道事業者は、要員の確認、資機材等の事前配備、復旧体制の整備等、

応急復旧措置を講じる体制を確保します。 

なお、市は、関係機関との連携協力のもと、一般家庭、その他の施設に対して
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飲料水確保のための貯水の励行について呼びかけます。 

イ 下水道 

 市は、下水道施設の保守点検、資機材の点検・確保、災害応急対策の内容及び

実施手順の確認等を行い、応急復旧体制を整えます。 

ウ  電気 

 電気は災害応急対策の実施をはじめとするすべての活動の基礎となるべきも

のであることから、電力事業者は、非常災害対策支部の設置、応急用資機材の確

保、特別巡視、特別点検、通信網の確保、応急安全措置等、必要な電力を供給す

る体制を確保します。 

エ ガス 

 ガス事業者は、ガスの供給を継続するとともに、要員・資機材の確保、施設の

予防措置、広報の実施等、応急措置を迅速に講じる体制を確保します。 

オ 通信 

 電気通信事業者は、災害応急対策や安否確認の基礎となる通信の確保を行いま

す。このため、電気通信事業者は、地震災害警戒本部の設置、応急用資機材の事

前配備、電源の確保、電話（通信）のそ通確保、安否確認に必要な措置等、通信

の維持に関する必要な体制の確保に加え、災害用伝言サービス等の安否確認に利

用されるサービスの活用に向けた当該サービスの運用、周知等の措置を講じま

す。 

カ 放送 

 放送事業者は、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等の正確かつ迅速な

報道に努めるとともに、防災関係機関と協力して、推進地域内の市民等に対して

冷静な対応を呼びかけるとともに、交通に関する情報、ライフラインに関する情

報、生活関連情報、火災防止等、後発地震に備えた被害軽減のための取組等、市

民等が防災行動等をとるために必要な情報の提供に努めます。 

また、放送事業者は、後発地震の発生に備え、関係機関等と密接な連携をとり、

実態に即応できる体制の確保を図ります。 

(4) 金融対策 

 金融機関は、市民等の日常生活に極力支障をきたさないよう、キャッシュサー

ビス等、金融機関に係る営業を継続するよう努めるとともに、営業を継続する店

舗等を広く周知し、混乱防止に努めます。 

(5) 交通 
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ア 道路 

警察は、運転者のとるべき行動について市民等に周知します。 

イ 海上 

海上保安庁は、津波に対する安全性に留意しつつ、津波による危険が予想され

る地域に係る港湾及び海上における交通の対策について必要な措置を講じます。 

市は、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）について、港湾施設関係者等

に迅速かつ的確に伝達するとともに、後発地震に備え必要な情報の提供に努めま

す。 

ウ 鉄道 

鉄道事業者は、駅施設内の旅客及び列車内旅客に対し、駅内放送、車内放送、

掲示等により同情報の内容等を伝達するとともに、安全性に留意しつつ、極力運

行を継続します。 

なお、鉄道事業者は、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等が発表され

る前の段階から、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等が発表された場合

の運行規制等の情報についてあらかじめ情報提供するものとします。 

(6) 市が自ら管理等を行う施設等に関する対策 

ア 道路・河川等 

市は、施設の保守点検、資機材の点検・確保、災害応急対策の内容及び実施手

順の確認等を行い、応急復旧体制を整えます。 

また、工事中の施設については、安全確保上、実施すべき措置を講ずるものと

します。 

イ 公共施設 

市は、利用者及び職員の安全の確保を図るため、施設の緊急安全点検を行い、

点検結果を踏まえ、必要な措置を講ずるとともに、避難誘導等の後発地震発生時

の対応について確認します。 

また、庁舎等公共施設のうち、後発地震の発生後、災害応急対策を実施する上

で重要な役割を果たす施設については、非常用発電機の点検、飲料水及び食料等

の備蓄、通信手段の点検等、その機能を果たすために必要な措置を講ずるものと

します。 

９ 関係者との連携協力の確保 

 市及び防災関係機関は、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等が発表さ

れた場合、社会活動を維持し、社会の混乱を防止するとともに、後発地震の発生
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に備えた互いの防災対応が調和を図りながら実行できるよう、また、後発地震発

生時に各機関が迅速かつ効果的に活動できるよう、互いに連携協力するものとし

ます。 

 なお、後発地震発生後の関係者との連携協力については「第４節 関係者との

連携協力の確保」によるものとします。 

第５ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）等が発表された場合におけ

る災害応急対策に係る措置に関する事項 

１ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）等の発表 

 気象庁は、南海トラフ地震の想定震源域内のプレート境界でＭ７．０以上Ｍ８．

０未満、又はプレート境界以外や想定震源域の海溝軸外側５０km程度までの範囲

でＭ７．０以上の地震（ただし、太平洋プレートの沈み込みに伴う震源が深い地

震は除く）が発生、もしくは、南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界面

で通常と異なるゆっくりすべりが観測された場合、最短２時間程度で南海トラフ

地震臨時情報（巨大地震注意）を発表します。 

２ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）等の伝達 

国は、南海トラフ地震防災対策推進基本計画等に基づき、後発地震に対して注

意する措置をとるべき旨を、都府県を通じて市町村に伝達するとともに、国民に

呼びかけます。 

市は、国からの災害応急対策に係る措置をとるべき旨の通知、南海トラフ地震

臨時情報（巨大地震注意）の内容その他これらに関連する情報（以下「南海トラ

フ地震臨時情報（巨大地震注意）等」という。）を庁内で共有するとともに、市

民等及び防災関係機関に対し、防災行政用無線、緊急速報メール、電話、電子メ

ール等、可能な限り多様な伝達手段を用いて、南海トラフ地震臨時情報（巨大地

震注意）等の内容や具体的にとるべき行動を正確かつ広範に伝達します。 

また、市は、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）等について、状況の変

化等に応じて逐次伝達するために必要な措置を講じるとともに、市民等が正確に

理解できる平明な表現を用い、反復継続して伝達するよう努めます。 

(1) 国による国民への呼びかけ 

国は、次のとおり国民への呼びかけを実施します。 

■国民への呼びかけ（イメージ） 

家具の固定等、日頃からの地震の備えを再確認するなど、１週間地震に備え

てください。 



 

65 

新 旧 

(2) 市による市民等への呼びかけ 

市は、防災行政用無線等を通じて、市民等に対して家具の固定、非常用持出袋、

避難場所や避難経路、家族との安否確認方法等の日頃からの地震への備えを再確

認するよう呼びかけます。 

■日頃からの地震への備えを再確認すべき旨の呼びかけ（イメージ） 

平常時と比べ、南海トラフ地震の発生可能性が高まっています。家具の固定、

非常用持出袋、避難場所や避難経路、家族との安否確認方法等の日頃からの地

震への備えを再確認しましょう。 

３ 危機管理対策検討会議の開催 

市は、南海トラフ地震注意体制をとることとし、関係職員は緊急参集後、気象

庁、県、防災関係機関からの情報を収集します。 

市は、危機管理対策検討会議を開催し、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注

意）等の内容について共有するとともに、当面の活動方針を決定します。 

また、市以外の機関は、その実情に応じ災害に関する会議に準じた組織を設置

し、後発地震に備えた体制を整えます。 

４ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）等が発表された時の市民等への周

知 

市は、市民等に「日頃からの地震への備え」について防災行政無線等を通じて

周知します。 

市は、市民等に冷静な対応を呼びかけるとともに、南海トラフ地震臨時情報（巨

大地震注意）等の内容、交通に関する情報、ライフラインに関する情報、生活関

連情報など市民等に密接に関係のある事項について周知します。その体制及び周

知方法については、「第５章 災害時の応急対策 第２節 災害情報の受伝達」

を準用します。 

また、市は、市民等からの問い合わせに対応できるよう、災害時コールセンタ

ーを開設します。 

５ 災害応急対策をとるべき期間等 

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）が対象とする後発地震に対しては、

その発生可能性を踏まえ、南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界におけ

るＭ７．０以上Ｍ８．０未満、又はプレート境界以外や想定震源域の海溝軸外側

５０km程度までの範囲でＭ７．０以上の地震（ただし、太平洋プレートの沈み込

みに伴う震源が深い地震は除く）の発生から１週間（対象地震発生から１６８時



 

66 

新 旧 

間経過した以降の正時までの期間、以下同じ。）、もしくは南海トラフ沿いの想

定震源域内のプレート境界面で通常と異なるゆっくりすべりの変化が収まって

から、通常と異なる変化が観測されていた期間と概ね同程度の期間が経過するま

での間、後発地震に対して注意する措置をとるものとします。 

当該期間（以下「南海トラフ地震注意対応期間」という。）を経過した後は、

後発地震に対して注意する措置は原則解除するものとします。 

市は、南海トラフ地震注意対応期間を経過した場合は、地震発生の可能性がな

くなったわけではないことに十分に注意しつつ、通常の生活に戻るべき旨を市民

等に対し呼びかけます。 

■通常の生活に戻るべき旨の呼びかけ（イメージ） 

地震発生当初と比べ、地震活動は落ち着いてきていますが、大規模地震発生

の可能性がなくなったわけではありません。 

地震の発生に注意しながら通常の生活を送ってください。 

６ 各機関のとるべき措置 

 各機関は、施設・設備等の点検等日頃からの地震への備えを再確認します。 

 

第８章 南海トラフ地震防災対策推進計画 

第６節 防災訓練計画 

（略）  

Ｐ１９７ 

第８章 南海トラフ地震防災対策推進計画 

第５節 防災訓練計画 

（略）  

Ｐ１９７ 

第８章 南海トラフ地震防災対策推進計画 

第７節 地震防災上必要な教育及び広報に関する計画 

（略）  

Ｐ１９７ 

第８章 南海トラフ地震防災対策推進計画 

第６節 地震防災上必要な教育及び広報に関する計画 

（略）  

 


